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自治体DX推進を支援
するITコーディネータ

自治体のDX推進では、
職員の「機運の醸成」
が欠かせない

元職員の経験を生かし、
自治体職員の意識の変
革を図る

職員向けにDX関連の
研修や相談会を開催し、
DX人材の育成を図る

座談会

『サーバントリーダーシッ
プ』で職員のスキルをサ
ポート

ふじみ野市役所
（埼玉県）

自治体支援の実践力を高めるために
－「自治体ビジネス基礎研修」がスタート－

摂津市役所（大阪府）

山形市役所
（山形県）

岐阜市役所
（岐阜県）
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　総務省より発表された自治体 DX 推進計画では、2025 年を目指して、行政

手続オンライン化、市区町村の基幹系システム標準化・共通化、そしてデジタ

ル田園都市構想による地域のデジタル化の整備を進めて行くことになります。

　そして、デジタル人材の確保・育成の取り組みについても、外部専門家を活

用した積極的な推進を行うよう通達しています。

　これらの推進には、まさに IT コーディネータが有するスキルと経験が求めら

れていることを鑑みて、IT コーディネータ協会では、2010 年に立ち上げた「自

治体ビジネス研修」をリニューアルし、自治体支援の知見と実績のある 14 名

の WG メンバーでの新たなテキスト執筆、更に新しい取り組みとして、WG メ

ンバーがトレーナーとなり、希望者の中から OJT 研修として実際に自治体支援

を行っていただけるような「自治体ビジネス基礎研修」といたしました。

https://www.itc.or.jp/foritc/seminar/jichitai2023.html

　今回の特集では、「自治体ビジネス基礎研修」の目的や自治体 DX を推進でき

る IT コーディネータの育成について、事務局と WG メンバーに対談を行って

いただきました。

　また、WG メンバーが実際に支援している自治体として、山形県山形市様、

埼玉県ふじみ野市様、岐阜県岐阜市様、大阪府摂津市様の 4 つの自治体に取材

を行い、専門家としての IT コーディネータ活用や DX 人材育成への取り組みな

どの支援事例を掲載しています。

　今後、2025 年に向けて、それ以降も自治体職員の皆さまのデジタル化への

比重がますます大きくなっていきます。効果的に IT コーディネータをご活用い

ただくためにも、自治体職員の皆さま、IT コーディネータの皆さまをはじめ、

多くの皆さまのご参考にしていただければ幸いです。

IT コーディネータ協会 コミュニティデザイン部　中村 路子



　DX時代の中で「自治体DX」も注目
されるようになってきた昨今。ITコー
ディネータが自治体を支援するケー
スは従来より一段と多くなってきまし
た。そこでITコーディネータ協会で
は、自治体ビジネスワーキンググルー
プ（WG）を立ち上げ、自治体支援の
強化を図っています。そして、その
第一弾として「自治体ビジネス基礎研
修」が5月と8月に開催されました。
　今回はWGメンバーの米田宗義
氏、和泉寿郎氏に、ITコーディネー
タ協会副会長の横屋俊一、協会事
務局の山川元博を加えて、この研修
の狙いやOJTの必要性、ITコーディ
ネータが自治体を支援するに当たって
心がけておきたいことなどを、座談会
形式で話していただきました。

̶̶今回の「自治体ビジネス基礎研
修」の開催には、どんな狙いがあった
のでしょうか？
横屋■昨年6月にITコーディネータ
協会が野村真実会長の体制になって
以降、ITコーディネータ（ITC）は数
だけ増やせばいいということではなく
て、ITコーディネータの実践力を高
めていくことが協会の大きな課題だと
認識しています。
　その中で、実践力を高めるには何
をすればいいのか。その方法の1つ
が、OJTで経験豊かなITコーディ
ネータに付いて、スキルと実践力を高
めていただくことです。今回の研修に
は、全国の自治体に入ってOJTをやっ
て、自治体ビジネスができるスキルを
身に付けてもらおうという狙いがあり

ます。
山川■協会では2010年から初期の
自治体ビジネス研修を実施してきま
した。当時感じたことは、自治体さん
とITコーディネータは相性がとても良
い。中立・公平・公正というITコーディ
ネータは、自治体さんは声をかけやす
い、頼りにしやすいということでした。
ただ当時は、OJTの開催はハードル
が高くてできませんでした。それが十
数年経って、状況が変わったという
気がしています。多くの場面でデジタ
ル人材が不足している現状とリンクし
ているのかなと感じています。

̶̶現在、自治体は大きな課題を抱
えていると聞いたのですが。
米田■そうですね。「2025年問題」
と言っていいと思います。基幹系と
呼ばれる法定業務の業務システム
は、標準化が長年の総務省サイドの
テーマでした。過去に何回もトライし

ているのですが、なかなかうまくいか
なくて、今回は国側が主体となって、
この3年間くらいで標準仕様が作ら
れてきたのです。その標準仕様に基
づく基幹系システムが稼働するのが
2025年からなので、どこの自治体も
大きな課題として取り組んでいます。
　この基幹系のシステムへの移行とい
うのも、「自治体DX」の一環と言われ
ているのですが、どちらかというとDX
のイメージは、住民サービスをどう使
いやすくするか、利便性をどう上げる
かというところに重きが置かれている
はずです。一方、自治体の現場とい
うのは、今までは庁内の業務システ
ムをどうするかというところを重視し
てきました。もちろんそれ以外もある
のですが、ほとんどそれに費用も手間
も時間も費やしてきたというところが
あります。今は基幹系を標準化して、
そこにかかる負荷や費用をできるだけ
軽くして、その余剰を住民サービスの
ほうに向けようという考え方だと思い
ます。

特集1 自治体DX推進を支援するITコーディネータ
～デジタル人材の確保と育成～

自治体支援の実践力を高めるために
－「自治体ビジネス基礎研修」がスタート－座談会

米田宗義氏 和泉寿郎氏（オンライン参加）

自治体ビジネスができる
スキルを身に付ける

2025年問題と
自治体が抱える課題を支援
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自治体支援の実践力を高めるために

　行政サービスのオンライン化による
利便性向上については、実は2025
年がゴールではなくて、たまたま基
幹系が2025年をゴールとしているの
で、それに合わせようという形になっ
ていると思います。
̶̶今のお話の中でも出た「自治体
DX」も大きなトピックになっていると
思うのですが、それを支援できるIT
コーディネータの育成というのも、こ
の研修の大きな目的なのですね。
米田■まさにその通りです。
̶̶和泉さんは自治体におけるIT
コーディネータのニーズはどのように
捉えていますか？
和泉■今、米田さんがおっしゃったよ
うに、2025年というのももちろんある
のですが、実はその先も含めて、現場
からは何をしたらいいのか分からない
という声が結構上がっているのです。
　標準化だ、共通化だ、あるいはオ
ンライン化だということで、国から示
されたところに向かって動いているの
は確かです。けれど、これらはどちら
かというと基幹業務をやっている部
署、あるいは情報システム部門の部
署というところだけになります。自治
体のDXは、それ以外の部署も巻き
込み、全庁的に機運を盛り上げなく
てはいけません。一人一人で考えてく
ださいと言われていますけど、実際ど

うしたらいいのか悩んでいる現場も結
構多くいらっしゃいます。そこで、こ
れらの自治体の課題解決をサポート
していく人材というのが必要になって
くるのです。

̶̶今回の基礎研修は、どういうとこ
ろに重点をおいてプログラムを作った
のでしょうか？
米田■研修は1日を想定しているの
ですが、1日ですべてを理解してもら
おうとは思っていません。ただ、OJT
に向かうにあたって、いきなりOJTの
現場ということではなくて、その前段
として最低限知っておいてほしい知識
や知見、経験を伝えたいという想い
があります。それは見方を変えれば、
我 ワ々ーキングメンバーが共通言語と
して共有し、それらを参加するITコー
ディネータに伝えるべきことだという
思いで、研修のカリキュラムやコンテ
ンツを考えてきました。
　おかげさまで、5月の研修会は想
定を超える120名以上の方に受講し
ていただきました。多くの方がこの研
修に関心を持っていただいているの
は、とてもありがたいことだと思って
います。そして、約半数の60数名の
方がOJTを希望されているということ

で、それもありがたいと思っています。
経費は全額負担という条件がありま
すが、その代わりにいきなり現場を体
験できるプログラムなので、ぜひそこ
に着目していただけたらと思います。
̶̶横屋さんは先ほどOJTの必要性
をお話になりましたが、やはりこのプ
ログラムにもOJTが必要だということ
ですね。
横屋■いろいろなアンケートを見る
と、自治体の経験がないITコーディ
ネータがとても多いのですが、一方で
自治体に入ることは、長く支援ができ
ることもあり、とても大きなITコーディ
ネータのビジネスになると考えていま
す。やはりOJTを通じて、民間企業
の支援とは違うところを学んでいただ
きたいと思います。
　OJTでトレーナーの背中を見て、
いろいろなやり方に触れて、学んでい
ただく。自治体に入ることの不安もあ
るでしょうから、やはりOJTは大事だ
と思います。

̶̶自治体というのは、中小企業を
支援しているITコーディネータにとっ
ては、特殊な感じになるのでしょう
か？
和泉■一般の企業ですと、売上や費
用をどうするかという観点でいろいろ
な仕組みやシステムを考えるのです
が、自治体の場合は、自分たちのた
めではなく地域住民のためということ
になりますので、目標・目的が全然
違ってきます。そのようなことから、
まずは感じていただきたいと思ってい
ます。
̶̶米田さんも同じようなお考えです
か？
米田■私自身は企業の支援もやりな
がら、自治体の支援をやっているの
でよく分かるのですが、自治体のコス
ト意識というのはゼロとは言いません
が、企業のコスト意識に比べたらか

横屋俊一氏 事務局　山川元博氏

OJTは自治体の現場を
体験できるプログラム

企業も自治体も共通的な
アプローチで支援できる

7



　DX時代の中で「自治体DX」も注目
されるようになってきた昨今。ITコー
ディネータが自治体を支援するケー
スは従来より一段と多くなってきまし
た。そこでITコーディネータ協会で
は、自治体ビジネスワーキンググルー
プ（WG）を立ち上げ、自治体支援の
強化を図っています。そして、その
第一弾として「自治体ビジネス基礎研
修」が5月と8月に開催されました。
　今回はWGメンバーの米田宗義
氏、和泉寿郎氏に、ITコーディネー
タ協会副会長の横屋俊一、協会事
務局の山川元博を加えて、この研修
の狙いやOJTの必要性、ITコーディ
ネータが自治体を支援するに当たって
心がけておきたいことなどを、座談会
形式で話していただきました。

̶̶今回の「自治体ビジネス基礎研
修」の開催には、どんな狙いがあった
のでしょうか？
横屋■昨年6月にITコーディネータ
協会が野村真実会長の体制になって
以降、ITコーディネータ（ITC）は数
だけ増やせばいいということではなく
て、ITコーディネータの実践力を高
めていくことが協会の大きな課題だと
認識しています。
　その中で、実践力を高めるには何
をすればいいのか。その方法の1つ
が、OJTで経験豊かなITコーディ
ネータに付いて、スキルと実践力を高
めていただくことです。今回の研修に
は、全国の自治体に入ってOJTをやっ
て、自治体ビジネスができるスキルを
身に付けてもらおうという狙いがあり

ます。
山川■協会では2010年から初期の
自治体ビジネス研修を実施してきま
した。当時感じたことは、自治体さん
とITコーディネータは相性がとても良
い。中立・公平・公正というITコーディ
ネータは、自治体さんは声をかけやす
い、頼りにしやすいということでした。
ただ当時は、OJTの開催はハードル
が高くてできませんでした。それが十
数年経って、状況が変わったという
気がしています。多くの場面でデジタ
ル人材が不足している現状とリンクし
ているのかなと感じています。

̶̶現在、自治体は大きな課題を抱
えていると聞いたのですが。
米田■そうですね。「2025年問題」
と言っていいと思います。基幹系と
呼ばれる法定業務の業務システム
は、標準化が長年の総務省サイドの
テーマでした。過去に何回もトライし

ているのですが、なかなかうまくいか
なくて、今回は国側が主体となって、
この3年間くらいで標準仕様が作ら
れてきたのです。その標準仕様に基
づく基幹系システムが稼働するのが
2025年からなので、どこの自治体も
大きな課題として取り組んでいます。
　この基幹系のシステムへの移行とい
うのも、「自治体DX」の一環と言われ
ているのですが、どちらかというとDX
のイメージは、住民サービスをどう使
いやすくするか、利便性をどう上げる
かというところに重きが置かれている
はずです。一方、自治体の現場とい
うのは、今までは庁内の業務システ
ムをどうするかというところを重視し
てきました。もちろんそれ以外もある
のですが、ほとんどそれに費用も手間
も時間も費やしてきたというところが
あります。今は基幹系を標準化して、
そこにかかる負荷や費用をできるだけ
軽くして、その余剰を住民サービスの
ほうに向けようという考え方だと思い
ます。

特集1 自治体DX推進を支援するITコーディネータ
～デジタル人材の確保と育成～

自治体支援の実践力を高めるために
－「自治体ビジネス基礎研修」がスタート－座談会

米田宗義氏 和泉寿郎氏（オンライン参加）

自治体ビジネスができる
スキルを身に付ける

2025年問題と
自治体が抱える課題を支援

6

自治体支援の実践力を高めるために

　行政サービスのオンライン化による
利便性向上については、実は2025
年がゴールではなくて、たまたま基
幹系が2025年をゴールとしているの
で、それに合わせようという形になっ
ていると思います。
̶̶今のお話の中でも出た「自治体
DX」も大きなトピックになっていると
思うのですが、それを支援できるIT
コーディネータの育成というのも、こ
の研修の大きな目的なのですね。
米田■まさにその通りです。
̶̶和泉さんは自治体におけるIT
コーディネータのニーズはどのように
捉えていますか？
和泉■今、米田さんがおっしゃったよ
うに、2025年というのももちろんある
のですが、実はその先も含めて、現場
からは何をしたらいいのか分からない
という声が結構上がっているのです。
　標準化だ、共通化だ、あるいはオ
ンライン化だということで、国から示
されたところに向かって動いているの
は確かです。けれど、これらはどちら
かというと基幹業務をやっている部
署、あるいは情報システム部門の部
署というところだけになります。自治
体のDXは、それ以外の部署も巻き
込み、全庁的に機運を盛り上げなく
てはいけません。一人一人で考えてく
ださいと言われていますけど、実際ど

うしたらいいのか悩んでいる現場も結
構多くいらっしゃいます。そこで、こ
れらの自治体の課題解決をサポート
していく人材というのが必要になって
くるのです。

̶̶今回の基礎研修は、どういうとこ
ろに重点をおいてプログラムを作った
のでしょうか？
米田■研修は1日を想定しているの
ですが、1日ですべてを理解してもら
おうとは思っていません。ただ、OJT
に向かうにあたって、いきなりOJTの
現場ということではなくて、その前段
として最低限知っておいてほしい知識
や知見、経験を伝えたいという想い
があります。それは見方を変えれば、
我 ワ々ーキングメンバーが共通言語と
して共有し、それらを参加するITコー
ディネータに伝えるべきことだという
思いで、研修のカリキュラムやコンテ
ンツを考えてきました。
　おかげさまで、5月の研修会は想
定を超える120名以上の方に受講し
ていただきました。多くの方がこの研
修に関心を持っていただいているの
は、とてもありがたいことだと思って
います。そして、約半数の60数名の
方がOJTを希望されているということ

で、それもありがたいと思っています。
経費は全額負担という条件がありま
すが、その代わりにいきなり現場を体
験できるプログラムなので、ぜひそこ
に着目していただけたらと思います。
̶̶横屋さんは先ほどOJTの必要性
をお話になりましたが、やはりこのプ
ログラムにもOJTが必要だということ
ですね。
横屋■いろいろなアンケートを見る
と、自治体の経験がないITコーディ
ネータがとても多いのですが、一方で
自治体に入ることは、長く支援ができ
ることもあり、とても大きなITコーディ
ネータのビジネスになると考えていま
す。やはりOJTを通じて、民間企業
の支援とは違うところを学んでいただ
きたいと思います。
　OJTでトレーナーの背中を見て、
いろいろなやり方に触れて、学んでい
ただく。自治体に入ることの不安もあ
るでしょうから、やはりOJTは大事だ
と思います。

̶̶自治体というのは、中小企業を
支援しているITコーディネータにとっ
ては、特殊な感じになるのでしょう
か？
和泉■一般の企業ですと、売上や費
用をどうするかという観点でいろいろ
な仕組みやシステムを考えるのです
が、自治体の場合は、自分たちのた
めではなく地域住民のためということ
になりますので、目標・目的が全然
違ってきます。そのようなことから、
まずは感じていただきたいと思ってい
ます。
̶̶米田さんも同じようなお考えです
か？
米田■私自身は企業の支援もやりな
がら、自治体の支援をやっているの
でよく分かるのですが、自治体のコス
ト意識というのはゼロとは言いません
が、企業のコスト意識に比べたらか

横屋俊一氏 事務局　山川元博氏

OJTは自治体の現場を
体験できるプログラム

企業も自治体も共通的な
アプローチで支援できる

7



なり低いです。そこはまったく違いま
す。もちろん費用は抑えなくてはいけ
ないという意識は持っておられるので
すが、そのITコスト削減は何のため
かなど行政経営の戦略も立案して実
行に移すという考え方はほとんどない
と言っても過言ではありません。
　一方で私は、ITコーディネータは
企業も自治体も共通的なアプローチ
で支援できると思っています。言語の
違いを認識した上で、ITコーディネー
タのプロセスガイドラインや手法を
使って、可能な限り共通的なアプロー
チでやっています。

̶̶この基礎研修は、特にどのよう
なITコーディネータに受講してもらい
たいですか？
横屋■先ほどの話を補足しますと、経
験された方なら事業者支援と自治体
支援は変わらないという考えなのです
が、中小企業と自治体の支援は全然
違うという思い込みは、やはり受講生
の皆さんも持っていると思います。だ
から、OJTを経験すると、中小企業
支援とあまり変わらないプロセスだと
いうのが分かってくると思っています。
　一方で、OJTに入らなくても、基
礎研修だけ受けて自治体に入ってい
ただく方もいてもいいのかなと考えて
います。そういう意味で必ずOJTに
参加する必要はありませんが、OJT
を経由して自治体に入っていく人が多
くいたほうが、私はうれしく思います。
̶̶OJTでは具体的にどんなことを
やるのでしょうか？
米田■先輩ITコーディネータは「ト
レーナー ITC」と、OJTを受ける方は
「トレーニー ITC」と呼んでいますが、
そのトレーナーが自治体とどういう
契約をしているかによってOJTの内
容が違います。CIO補佐官のように
非常勤特別職で自治体とそのトレー
ナーが一対一で個人契約をしている

ケースと、トレーナーの法人が委託
契約を結んでいる場合とに大きく分か
れます。
　非常勤特別職の場合だと、それを
補佐するような形で単に横に座って見
ているだけではOJTにはならないの
で、何らかの作業を手伝ってもらうこ
とになると思います。委託契約の場
合でも、そこは同じですね。ただ、委
託契約のほうが、特定の自治体の要
件にフィットするトレーニーがいれば、
活躍いただけるチャンスが大いにある
と思っています。
和泉■私のほうは法人として業務を
受託しているので、米田さんがおっ
しゃった後者のケースになります。そ
して、その業務の中のいくつかをピッ
クアップしてトレーニングしていこうと
考えています。
　具体的に言いますと、職員向けの
相談会が1～2ヶ月に1回のペースで
開催されているのですが、そこに同
席をしていただくことを考えています。
そこにはさまざまな職員の方が、いろ
いろなデジタル化についての相談をし
にきます。同席していただいて、トレー
ニーの方が今まで企業の中で培って
きたノウハウや経験を、うまく自治体
向けに応用を利かせて発言なり指導
をしていただく。それがもし違ってい
たときは、トレーナーのほうが指導し
ながら直していく。そういったことの
繰り返しで、自治体の方がどんなこと
を、どんなふうに考えているのかを、
肌で感じていただけたらと思っていま
す。
　もう1つ、計画支援とか調達支援
というのもOJTのテーマにあげさせ
ていただいています。自治体がコスト
意識をどこまで持っているかというこ
とです。参加されたITコーディネー
タは、それらのことに対して「ちょっと
観点が違っていますね」といったアド
バイスもできると思います。このあた
りは民間でのプロセスと同じです。先
ほど横屋さんがおっしゃったような違

いはありますが、実は同じところもあ
るというところも感じていただける。
そんなメニューを想定しています。

̶̶この研修に参加するITコーディ
ネータの心構えをお聞かせください。
米田■総務省はDXを推進する外部
人材のスキルスタンダードみたいなも
のを作っているのですが、それとIT
コーディネータのプロセスガイドライ
ンを見比べたときに、プロセスガイド
ラインはすべてカバーできているので
す。もちろん、短時間ではなかなか
理解できないと思いますが、現場に
入って全体を眺めていただくと、まず
は総務省なり国が求めていることは、
ITコーディネータにはぴったりだとい
うところを理解していただきたいと思
います。
　2つ目は、先ほどアプローチは同じ
というように話しましたが、やはり違
いもあります。実際の業務は年間ス
ケジュールで立てていて、こういう段
取りでこんなことを年間スケジュール
でやる必要がある、ということを理解
していただきたいです。
　そして3つ目として、自分がITコー
ディネータとして何ができるかという
ことを、自分なりに考えてほしいとい
うことです。
和泉■研修の中でも話をしているので
すが、自治体は予算ありきで動いて
いることと、さまざまな業務もすべて
法律ないし条例の裏付けによって動
いていること。この2点をきっちりと
押さえた上で、あとは個々の業務につ
いては支援しながら、あるいはOJT
をしながら覚えていけるかなと思って
います。その根本のところを間違える
と、「もう来ないでください」と言われ
てしまうので、そこだけちゃんと覚え
ていてほしいです。
山川■僕もそうなのですが、住民の
方は自分の住んでいる自治体の運営

トレーナーによって違う
OJTの内容
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が良くなれば、住みやすくなると思っ
ていると思います。そういう視点で自
治体が良くなる、イコール自分たちが
良くなる。そういう想いでその自治体
を応援したいと強く思ってくださる方
が、この研修を受けに来ていただける
といいなと思っています。

̶̶自治体を支援したいと思っている
ITコーディネータへのアドバイスがあ
ればお聞かせください。
米田■山川さんが今おっしゃったこ
と、先ほど和泉さんが答えられた中
に、地域への関心と言いますか、地
域のDXにもつながるのですが、その
考え方はいつも私も持っています。馴
染みのある地域の自治体だと、やはり
モチベーションも高まるので、地域と
いうことを踏まえて自治体の支援をし
てほしいと常々思っています。
　それと、テクニカルなメソッドとか
スキルの話になるかもしれないです
が、ITCプロセスガイドラインは常に
意識してほしいと思います。プロセス
ガイドラインの良いところ、悪いとこ
ろは私なりに意見を持っているのです
が、それはちょっと置いておいて、今
いる自治体支援のフェーズは、プロセ
スガイドライン上のどこなのかという

ことを常に意識してほしいです。
和泉■手続きをしたり、何かお願い
をしたり、サービスを受けるという住
民としての立場。その立場でいろいろ
考えてみてくださいと、私も常々他の
メンバーに話をしています。その立場
になると、窓口で待たされたりするよ
うなことが、全部課題として浮かび上
がってきます。そういったところを役
所としてはどうやって解決したらいい
のか。まさにそこで支援するITコー
ディネータの知見やノウハウというの
が生かせると思っています。
　これは、民間企業の課題解決のや
り方と同じだと思うので、それを応用
すればいいのです。ときどき私もやる
のですが、ある自治体から相談を受け
たときに、頭の中で「あの製造業さん
のこういうケースの場合、こういう解
決策を出したな」と。それを製造業と
言わずに、「その場合はこうです」とい
うようにアドバイスをするのです。民
間企業の支援ノウハウは使えないとい
うのはまったくなくて、それをうまく
応用してあげられればちゃんと指導、
アドバイスができます。自治体と民間
企業とは表向きは違うものの、根底
には共通するものがありますので、ぜ
ひ安心して自治体の支援に取り組ん
でいただきたいと思っています。
̶̶最後に協会として、今後のITコー

ディネータの自治体支援に対する取
り組みについてお聞かせください。
横屋■自治体支援に入っていただく
人のためのOJTは今後もやっていこ
うと思っていますが、そういう方が入
れるように、実務に就けるように、や
はり協会として国へのアプローチ、都
道府県へのアプローチ、市町村への
アプローチは、ワーキングメンバー含
めてみんなでやろうという話をしてい
ます。
　最終的にはOJTの成果物を持っ
て、総務省とかデジタル庁に報告を
していきたいという話は、前からずっ
としています。まずは先行して、身近
な都道府県、市町村というところから、
ITコーディネータの価値をきちんとお
知らせして、そこにITコーディネータ
が入れるようにやっていこうと考えて
います。

自治体支援の実践力を高めるために

一般社団法人ITC-Labo.
代表理事　米田宗義

株式会社ITスクエア
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ITコーディネータ協会 事務局
山川元博
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職員向けにDX関連の研修や相談会を開催し、DX人材の育成を図る
－山形市役所（山形県）－

自治体DX推進を支援するITコーディネータ
～デジタル人材の確保と育成～

　今回の特集で最初に紹介するのは
山形市役所。
　山形県の県庁所在地である山形
市は、山形県の中部東に位置し、
2019年に中核市に指定されている。
人口は24万2,692人（2023年7月
1日現在）。
　山形市は戦国武将最上義光公が
整備し、江戸時代に紅花商人で栄え
た城下町の風情を残した街並み、蔵
王や山寺などの観光地を数多く有す
るほか、米やさくらんぼをはじめとす
る豊富な果物、そばや山形牛、地酒
などの全国に誇れる食も自慢。また、
四方を山々に囲まれた自然豊かな都
市で、東部は蔵王国定公園があり、
温泉やスキー場などには多くの観光
客が訪れている。
　山形市では他の自治体のようなDX
推進計画書は策定しておらず、2021
年度に作られた「山形市スマートシ

ティ推進基本計画」で行政のデジタル
化への取り組みをうたっている。
　このスマートシティ推進基本計画で
は、「デジタルの力で山形市の持続的
発展を加速」を目的に、健康保持増
進、公共交通の整備、行政DX推進、
デジタル人材育成、高度デジタル人
材とのネットワーク形成、公民連携に
よるDX推進、スマートタウンモデル
事業が、重点施策として位置づけら
れている。
　具体的には、健康（医療）分野で
はAIを活用したデータ分析による生
活習慣の改善、移動・交通分野では
「MaaS」の導入による多様なニーズ
に対応できる公共交通ネットワークの
構築、行政分野では行政手続のデジ
タル化やマイナンバーカードの活用に
取り組み、デジタルの力で各分野の
個別の課題解決を図っていく。

　市役所の職員の中でのDX人材育

成という観点では、山形市はどのよう
な取り組みをしているのだろうか。
　「各課にいるDX推進リーダー向け
に、DX推進に関する研修はしていま
すが、どうしても単発的なものになっ
てしまいます。まず、DX人材とはど
のような人なのかということを明確に
して、そのためにはどのような研修が
必要なのかという未来像のようなもの
は、まだ描けていません。そこが今
の課題だと思っています」と語るのは、
山形市の情報システム部門である企
画調整部情報企画課の山﨑真浩次長
兼課長。今年度はこのDX人材の育
成についてもいろいろと検討していき
たいという。
　一方で、外部専門家の登用につい
ては、山形市では積極的に取り組ん
でいる。
　「山形市は、国の補助制度は利用
していませんが、そのような中でも専
門家の支援は必要だと考えています。
例えば、山形市が中核市に移行する
際は、新たに複数の業務を実施する

特集1

「山形市スマートシティ推進基本計画」で
行政のデジタル化に取り組む
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こととなり、そのためのシステム導入
検討が必要となりました。その作業
負担が大きく、また内容的にも新た
な技術が出てきて、従来のシステム
導入でいいのか、クラウドサービスを
利用すべきかなどの判断が職員のみ
では難しい状況でした」と山﨑氏は語
り、ITコーディネータの支援を検討
したという。
　業務委託の予算を取って「ITCア
ドバイザー」としてITコーディネータ
の採用が始まったのは、令和元年の
2019年から。個人ではなく、事業
者に依頼するという形での業務委託
だった。

　ITコーディネータの和泉寿郎氏は、
以前より新潟県や群馬県、長野県な
どの自治体、そして山形県の県庁で
も支援を行ってきた。そして、5年前
のプロポーザルで、和泉氏の所属す
る株式会社ITスクエアが、山形市の
外部委託先に選ばれた。
　「プロポーザルでは、過去の実績と
か経験が審査項目の1つにあり重視
されたようです。また、資格要件の1
つにITコーディネータもありました。
最初のプロポーザル時、県庁ではこ
の要件がなかったのは少し驚きました」

（和泉氏）
　和泉氏の業務は、各部署が導入し
ようとしているシステムの仕様書や見
積もりのチェック。そして、予算化し
た後は契約書のチェックやシステムの
導入などの調達の支援。そして、IT
推進リーダー（現DX推進リーダー）
向けの研修の実施などがメインになっ
た。昨年は導入に向けた支援は30
件ほど、調達に向けた支援も同様に
30件くらい実施された。
　研修のほうは、ITスキルの向上を
目的に、1年目はRPAやAIの活用な
どのIT知識をテーマにしていたが、2
年目からはDX推進をテーマにしたも
のに変わっていった。この研修は1年
に3回ほど開催している。
　また、「システム相談会」も2カ月に
1回ほどのペースで開催している。こ
れはシステムやデジタル化で悩んでい
る職員のための相談会で、専門家が
50分から1時間くらいの時間をかけ
て対応している。毎回枠がいっぱい
になるほど盛況で、この相談会もIT
スクエアが担当している。

　ITコーディネータの和泉氏の印象
を、情報企画課の職員に聞いてみた。
　「和泉さんは当初予算や補正予算
の度に、事業者からの見積もりや担
当課の事業内容をいつも迅速かつ専
門家の知識で対応してくださっていま
す」（丹波哲夫課長補佐）。

　「各課から出された見積書などで、
私では全然分からないところを和泉さ
んにお願いしているのですが、常に的
確に答えていただき、とても頼りにな
る存在です。分からないところを何で
も聞ける、そういう方は今までいらっ
しゃらなかったので、非常に助かっ
ています」（情報システム係 奥山昇係
長）
　そして山﨑氏も「庁内調整がどうす
べきか分からないときに道筋をつけて
いただけるので、解決までの時間も当
然早くなりますし、そういった点で山
形市としてはとてもありがたい存在だ
と思っています」と高く評価している。
そして「市としてはもっとDXを進めて
いく必要があると思っているので、今
後は和泉さんの支援をいただきなが
ら、そういったところに軸足を置いて
いきたいと考えています」と言う。
　最後に和泉氏に、自治体を支援す
る際に特に気をつけているポイントを
聞いてみた。
　「自治体の歳入というのは住民の方
の税金だということがありますので、
あまり自治体寄りに偏ってはいけない
ということを念頭に置き、基本的ス
タンスとしてはあくまで公平に、第三
者として支援することを心がけていま
す」

株式会社ITスクエア
ソリューション部　シニアコンサルタント
和泉寿郎
https://www.itsquare.co.jp/
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職員向けにDX関連の研修や相談会を開催し、DX人材の育成を図る
－山形市役所（山形県）－

自治体DX推進を支援するITコーディネータ
～デジタル人材の確保と育成～

　今回の特集で最初に紹介するのは
山形市役所。
　山形県の県庁所在地である山形
市は、山形県の中部東に位置し、
2019年に中核市に指定されている。
人口は24万2,692人（2023年7月
1日現在）。
　山形市は戦国武将最上義光公が
整備し、江戸時代に紅花商人で栄え
た城下町の風情を残した街並み、蔵
王や山寺などの観光地を数多く有す
るほか、米やさくらんぼをはじめとす
る豊富な果物、そばや山形牛、地酒
などの全国に誇れる食も自慢。また、
四方を山々に囲まれた自然豊かな都
市で、東部は蔵王国定公園があり、
温泉やスキー場などには多くの観光
客が訪れている。
　山形市では他の自治体のようなDX
推進計画書は策定しておらず、2021
年度に作られた「山形市スマートシ

ティ推進基本計画」で行政のデジタル
化への取り組みをうたっている。
　このスマートシティ推進基本計画で
は、「デジタルの力で山形市の持続的
発展を加速」を目的に、健康保持増
進、公共交通の整備、行政DX推進、
デジタル人材育成、高度デジタル人
材とのネットワーク形成、公民連携に
よるDX推進、スマートタウンモデル
事業が、重点施策として位置づけら
れている。
　具体的には、健康（医療）分野で
はAIを活用したデータ分析による生
活習慣の改善、移動・交通分野では
「MaaS」の導入による多様なニーズ
に対応できる公共交通ネットワークの
構築、行政分野では行政手続のデジ
タル化やマイナンバーカードの活用に
取り組み、デジタルの力で各分野の
個別の課題解決を図っていく。

　市役所の職員の中でのDX人材育

成という観点では、山形市はどのよう
な取り組みをしているのだろうか。
　「各課にいるDX推進リーダー向け
に、DX推進に関する研修はしていま
すが、どうしても単発的なものになっ
てしまいます。まず、DX人材とはど
のような人なのかということを明確に
して、そのためにはどのような研修が
必要なのかという未来像のようなもの
は、まだ描けていません。そこが今
の課題だと思っています」と語るのは、
山形市の情報システム部門である企
画調整部情報企画課の山﨑真浩次長
兼課長。今年度はこのDX人材の育
成についてもいろいろと検討していき
たいという。
　一方で、外部専門家の登用につい
ては、山形市では積極的に取り組ん
でいる。
　「山形市は、国の補助制度は利用
していませんが、そのような中でも専
門家の支援は必要だと考えています。
例えば、山形市が中核市に移行する
際は、新たに複数の業務を実施する

特集1

「山形市スマートシティ推進基本計画」で
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こととなり、そのためのシステム導入
検討が必要となりました。その作業
負担が大きく、また内容的にも新た
な技術が出てきて、従来のシステム
導入でいいのか、クラウドサービスを
利用すべきかなどの判断が職員のみ
では難しい状況でした」と山﨑氏は語
り、ITコーディネータの支援を検討
したという。
　業務委託の予算を取って「ITCア
ドバイザー」としてITコーディネータ
の採用が始まったのは、令和元年の
2019年から。個人ではなく、事業
者に依頼するという形での業務委託
だった。

　ITコーディネータの和泉寿郎氏は、
以前より新潟県や群馬県、長野県な
どの自治体、そして山形県の県庁で
も支援を行ってきた。そして、5年前
のプロポーザルで、和泉氏の所属す
る株式会社ITスクエアが、山形市の
外部委託先に選ばれた。
　「プロポーザルでは、過去の実績と
か経験が審査項目の1つにあり重視
されたようです。また、資格要件の1
つにITコーディネータもありました。
最初のプロポーザル時、県庁ではこ
の要件がなかったのは少し驚きました」

（和泉氏）
　和泉氏の業務は、各部署が導入し
ようとしているシステムの仕様書や見
積もりのチェック。そして、予算化し
た後は契約書のチェックやシステムの
導入などの調達の支援。そして、IT
推進リーダー（現DX推進リーダー）
向けの研修の実施などがメインになっ
た。昨年は導入に向けた支援は30
件ほど、調達に向けた支援も同様に
30件くらい実施された。
　研修のほうは、ITスキルの向上を
目的に、1年目はRPAやAIの活用な
どのIT知識をテーマにしていたが、2
年目からはDX推進をテーマにしたも
のに変わっていった。この研修は1年
に3回ほど開催している。
　また、「システム相談会」も2カ月に
1回ほどのペースで開催している。こ
れはシステムやデジタル化で悩んでい
る職員のための相談会で、専門家が
50分から1時間くらいの時間をかけ
て対応している。毎回枠がいっぱい
になるほど盛況で、この相談会もIT
スクエアが担当している。

　ITコーディネータの和泉氏の印象
を、情報企画課の職員に聞いてみた。
　「和泉さんは当初予算や補正予算
の度に、事業者からの見積もりや担
当課の事業内容をいつも迅速かつ専
門家の知識で対応してくださっていま
す」（丹波哲夫課長補佐）。

　「各課から出された見積書などで、
私では全然分からないところを和泉さ
んにお願いしているのですが、常に的
確に答えていただき、とても頼りにな
る存在です。分からないところを何で
も聞ける、そういう方は今までいらっ
しゃらなかったので、非常に助かっ
ています」（情報システム係 奥山昇係
長）
　そして山﨑氏も「庁内調整がどうす
べきか分からないときに道筋をつけて
いただけるので、解決までの時間も当
然早くなりますし、そういった点で山
形市としてはとてもありがたい存在だ
と思っています」と高く評価している。
そして「市としてはもっとDXを進めて
いく必要があると思っているので、今
後は和泉さんの支援をいただきなが
ら、そういったところに軸足を置いて
いきたいと考えています」と言う。
　最後に和泉氏に、自治体を支援す
る際に特に気をつけているポイントを
聞いてみた。
　「自治体の歳入というのは住民の方
の税金だということがありますので、
あまり自治体寄りに偏ってはいけない
ということを念頭に置き、基本的ス
タンスとしてはあくまで公平に、第三
者として支援することを心がけていま
す」

株式会社ITスクエア
ソリューション部　シニアコンサルタント
和泉寿郎
https://www.itsquare.co.jp/
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自治体のDX推進では、職員の「機運の醸成」が欠かせない
－ふじみ野市役所（埼玉県）－

自治体DX推進を支援するITコーディネータ
～デジタル人材の確保と育成～

　ITコーディネータによる自治体支援
の事例2つ目は、埼玉県ふじみ野市。
　ふじみ野市は埼玉県の南西部に位
置し、人口は11万4,153人（2023
年8月1日現在）。2005年10月1日、
上福岡市と大井町が合併し、新しい
市としてふじみ野市が誕生した。かつ
ては農村地帯だった同市は、東洋一
といわれた霞ヶ丘団地と上野台団地
の建設や誘致による企業の進出を契
機に、昭和30年代半ばから宅地化
が進み、人口が急増。1993年には
急行停車駅である東武東上線ふじみ
野駅の開業により、住宅整備が進行
し人口もさらに増加した。都心から
30キロメートルの首都圏に位置しな
がらも、新河岸川や雑木林など豊か
な自然が残り、また、交通の利便性
を活かした商品流通業や首都近郊農
業などが盛んなまちとして発展を続け
ている。

　このふじみ野市でCIO補佐官とし
て支援にあたっているのが、ITコー
ディネータの斉藤実氏だ。ふじみ野
市と斉藤氏の出会いは、グループウェ
ア、財務会計など職員向けのシムテ
ムのリプレースが行われた2016年
のこと。斉藤氏にこのリプレースのサ
ポートを要請したのが最初のつながり
になる。このリプレースの案件が終了
し、いったん両者の関係は途切れた
が、ふじみ野市では2021年に、DX
推進のための専門家としてCIO補佐
官の採用を検討。そのときに斉藤氏
が候補にあがった。
　「自治体のネットワークやシステム
というのは民間企業とは違うところが
あるので、DX推進を外部の専門家
にお願いするのはちょっと心配な部分
がありました。しかし、斉藤さんは以
前、当市の大規模システムの調達に
携わってくださったこともあり、安心
して任せられると思いました。また、
職員が相談しやすく、話が通じやすい
方を望んでいたので、斉藤さんにお

声がけしました」と語るのは、総合政
策部情報・統計課デジタル推進係の
伊藤哲也係長。
　斉藤氏は埼玉県内だけでなく、長
野県や茨城県、静岡県の自治体を支
援していた実績があり、それも大きな
理由になったという。

　斉藤氏は2022年度からふじみ野
市のCIO補佐官として赴任した。
　斉藤氏に期待しているのは、ふじ
み野市におけるDX推進へのサポート
である。ふじみ野市では、2022年
4月に「ふじみ野市デジタルトランス
フォーメーション（DX）推進方針」を
策定。これは2020年12月に国が
DXに関して重点的に取り組むべき事
項・内容等を示した「自治体DX推進
計画」を策定したことから、その内容
を踏まえ「ふじみ野市第3次情報化基
本計画」を補完するものとして作られ
た方針になる。
　ふじみ野市が目指しているのは「離
れていてもつながる デジタルの活用
で便利なまち ふじみ野」の実現。そ
の基本施策として、行政手続のオン
ライン化、マイナンバーカードの普及、
オープンデータの推進、市役所業務
のデジタル化、情報システムの標準
化・共通化を掲げている。これらの
施策を展開することにより、市民サー
ビスの向上が継続して図られ、多様
な世代が利便性を実感できる環境の
整備を進めるとともに、効率的・効
果的な行政運営に取り組むことが大
きな狙いになっている。
　推進体制も、施策ごとに専門部会
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等を設置して、庁内横断的に取り組
んでいる。また、各部署から推薦に
より任命された「ICTリーダー」には、
必要な研修の機会を提供しつつ、機
運の醸成を図り、職場のDXを促進
することを目指している。
　しかし、この市のDXを推進するに
あたって、最初に何をすべきなのか、
プロジェクト管理をどうしたらいいの
か。また、各部署が独自に運営して
いるシステムへどう対応したらいいの
か。情報システム部門だけでは、そ
れらすべてに対応しきれない。その支
援を斉藤氏に期待している。
　「斉藤さんは調達の際の実績があ
り、また自治体向けのシステムに明る
く、職員よりも多岐にわたってDXに
精通されています。ですから、職員
の気づきで抜けている部分へのアドバ
イスは大いに助かっています」（伊藤
氏）。

　斉藤氏も「情報・統計課だけではな
く庁内の各部署の方とも話すことが多
いのですが、それは実際の業務をして
いる人と接しながら進めていかないと、
デジタル化というのはピントを外す場
合があるからです。皆さんと一緒になっ
て進んでいくということを常に心がけ

ています」と、現場の職員とのコミュニ
ケーションの大切さを指摘する。
　ふじみ野市では、DXに関してデジ
タル人材の確保・育成の取り組みも
重要だと考えている。昨年度は、斉
藤氏を講師に招いて職員向けにセ
キュリティ研修などを実施。また、今
年度も大手通信会社のサポートで、
DXに関する研修会や相談会を開催
し、DXに対する職員の意識を高めて
いくことを計画している。
　一方で、デジタル人材の育成には
時間がかかるが、市役所では人事異
動が定期的にあるので、なかなかうま
く育たない部分もあるという。最近は
広報や福祉の部署ではスペシャリスト
を育てようとする動きは出ているもの
の、まだまだ実現には時間がかかる。
　情報・統計課の黒田英司課長は、
「やはり外部の専門家の力を借りて、
今後もDX戦略を推進する必要がある
と思います。我々だけでは、人材の
育成も進められません」と語る。

　斉藤氏も職員の「機運の醸成」が欠
かせないと言う。
　「自治体のDX推進でまず一番最初
にやらなくてはいけないのは、職員の
意識を高めることです。例えば、『時
間があと2年しかないよ』と言って、
危機感をあおることもときには必要で
す。そして、市民の方や利用者の方
の利便性を向上させることがDXの一

番の目的。『これは自分たちの仕事な
んですよ。日々の業務を昨日と同じや
り方でやってるんじゃダメなんですよ』
と、職員に気づきを与えることもあり
ます」
　黒田課長も、「DXというのは、た
だデジタル化、電子化みたいなもの
でいいと思っている人もいっぱいいる
と思うのです。手続きを電子化して、
電子化できたらそれで終わり。いかに
業務をもっと早く回す、きれいに回す、
うまく回すというところまで考えられ
ている人は、まだ少ないと思います。
先ほど斉藤さんがおっしゃった機運の
醸成といいますか、まずそういう意識
を全員が持つということが大切だと思
います」と語る。
　最後に斉藤氏に、自治体を支援す
る際に特に気をつけていることを聞い
てみた。
　「気をつけなくてはいけないのは、
地域性があるということです。埼玉
県は埼玉県。長野県は長野県。そ
れぞれちょっと違うんです。地域性と
いうのを意識しながら助言していか
ないと、ちょっと違う方向に向く可能
性があります。また、人口規模や財
政規模など、自治体の規模感に応じ
て対応を変えることも重要だと思い
ます」

DX人材の育成も
外部の専門家の支援が必要

地域性を意識しながら
助言することが重要

ふじみ野市 デジタル戦略参与（CIO補佐官）
エムエスITコンサルティング株式会社
代表取締役　斉藤 実
http://ms-itconsult.com/
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自治体のDX推進では、職員の「機運の醸成」が欠かせない
－ふじみ野市役所（埼玉県）－

自治体DX推進を支援するITコーディネータ
～デジタル人材の確保と育成～

　ITコーディネータによる自治体支援
の事例2つ目は、埼玉県ふじみ野市。
　ふじみ野市は埼玉県の南西部に位
置し、人口は11万4,153人（2023
年8月1日現在）。2005年10月1日、
上福岡市と大井町が合併し、新しい
市としてふじみ野市が誕生した。かつ
ては農村地帯だった同市は、東洋一
といわれた霞ヶ丘団地と上野台団地
の建設や誘致による企業の進出を契
機に、昭和30年代半ばから宅地化
が進み、人口が急増。1993年には
急行停車駅である東武東上線ふじみ
野駅の開業により、住宅整備が進行
し人口もさらに増加した。都心から
30キロメートルの首都圏に位置しな
がらも、新河岸川や雑木林など豊か
な自然が残り、また、交通の利便性
を活かした商品流通業や首都近郊農
業などが盛んなまちとして発展を続け
ている。

　このふじみ野市でCIO補佐官とし
て支援にあたっているのが、ITコー
ディネータの斉藤実氏だ。ふじみ野
市と斉藤氏の出会いは、グループウェ
ア、財務会計など職員向けのシムテ
ムのリプレースが行われた2016年
のこと。斉藤氏にこのリプレースのサ
ポートを要請したのが最初のつながり
になる。このリプレースの案件が終了
し、いったん両者の関係は途切れた
が、ふじみ野市では2021年に、DX
推進のための専門家としてCIO補佐
官の採用を検討。そのときに斉藤氏
が候補にあがった。
　「自治体のネットワークやシステム
というのは民間企業とは違うところが
あるので、DX推進を外部の専門家
にお願いするのはちょっと心配な部分
がありました。しかし、斉藤さんは以
前、当市の大規模システムの調達に
携わってくださったこともあり、安心
して任せられると思いました。また、
職員が相談しやすく、話が通じやすい
方を望んでいたので、斉藤さんにお

声がけしました」と語るのは、総合政
策部情報・統計課デジタル推進係の
伊藤哲也係長。
　斉藤氏は埼玉県内だけでなく、長
野県や茨城県、静岡県の自治体を支
援していた実績があり、それも大きな
理由になったという。

　斉藤氏は2022年度からふじみ野
市のCIO補佐官として赴任した。
　斉藤氏に期待しているのは、ふじ
み野市におけるDX推進へのサポート
である。ふじみ野市では、2022年
4月に「ふじみ野市デジタルトランス
フォーメーション（DX）推進方針」を
策定。これは2020年12月に国が
DXに関して重点的に取り組むべき事
項・内容等を示した「自治体DX推進
計画」を策定したことから、その内容
を踏まえ「ふじみ野市第3次情報化基
本計画」を補完するものとして作られ
た方針になる。
　ふじみ野市が目指しているのは「離
れていてもつながる デジタルの活用
で便利なまち ふじみ野」の実現。そ
の基本施策として、行政手続のオン
ライン化、マイナンバーカードの普及、
オープンデータの推進、市役所業務
のデジタル化、情報システムの標準
化・共通化を掲げている。これらの
施策を展開することにより、市民サー
ビスの向上が継続して図られ、多様
な世代が利便性を実感できる環境の
整備を進めるとともに、効率的・効
果的な行政運営に取り組むことが大
きな狙いになっている。
　推進体制も、施策ごとに専門部会
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DX推進は対応できない
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等を設置して、庁内横断的に取り組
んでいる。また、各部署から推薦に
より任命された「ICTリーダー」には、
必要な研修の機会を提供しつつ、機
運の醸成を図り、職場のDXを促進
することを目指している。
　しかし、この市のDXを推進するに
あたって、最初に何をすべきなのか、
プロジェクト管理をどうしたらいいの
か。また、各部署が独自に運営して
いるシステムへどう対応したらいいの
か。情報システム部門だけでは、そ
れらすべてに対応しきれない。その支
援を斉藤氏に期待している。
　「斉藤さんは調達の際の実績があ
り、また自治体向けのシステムに明る
く、職員よりも多岐にわたってDXに
精通されています。ですから、職員
の気づきで抜けている部分へのアドバ
イスは大いに助かっています」（伊藤
氏）。

　斉藤氏も「情報・統計課だけではな
く庁内の各部署の方とも話すことが多
いのですが、それは実際の業務をして
いる人と接しながら進めていかないと、
デジタル化というのはピントを外す場
合があるからです。皆さんと一緒になっ
て進んでいくということを常に心がけ

ています」と、現場の職員とのコミュニ
ケーションの大切さを指摘する。
　ふじみ野市では、DXに関してデジ
タル人材の確保・育成の取り組みも
重要だと考えている。昨年度は、斉
藤氏を講師に招いて職員向けにセ
キュリティ研修などを実施。また、今
年度も大手通信会社のサポートで、
DXに関する研修会や相談会を開催
し、DXに対する職員の意識を高めて
いくことを計画している。
　一方で、デジタル人材の育成には
時間がかかるが、市役所では人事異
動が定期的にあるので、なかなかうま
く育たない部分もあるという。最近は
広報や福祉の部署ではスペシャリスト
を育てようとする動きは出ているもの
の、まだまだ実現には時間がかかる。
　情報・統計課の黒田英司課長は、
「やはり外部の専門家の力を借りて、
今後もDX戦略を推進する必要がある
と思います。我々だけでは、人材の
育成も進められません」と語る。

　斉藤氏も職員の「機運の醸成」が欠
かせないと言う。
　「自治体のDX推進でまず一番最初
にやらなくてはいけないのは、職員の
意識を高めることです。例えば、『時
間があと2年しかないよ』と言って、
危機感をあおることもときには必要で
す。そして、市民の方や利用者の方
の利便性を向上させることがDXの一

番の目的。『これは自分たちの仕事な
んですよ。日々の業務を昨日と同じや
り方でやってるんじゃダメなんですよ』
と、職員に気づきを与えることもあり
ます」
　黒田課長も、「DXというのは、た
だデジタル化、電子化みたいなもの
でいいと思っている人もいっぱいいる
と思うのです。手続きを電子化して、
電子化できたらそれで終わり。いかに
業務をもっと早く回す、きれいに回す、
うまく回すというところまで考えられ
ている人は、まだ少ないと思います。
先ほど斉藤さんがおっしゃった機運の
醸成といいますか、まずそういう意識
を全員が持つということが大切だと思
います」と語る。
　最後に斉藤氏に、自治体を支援す
る際に特に気をつけていることを聞い
てみた。
　「気をつけなくてはいけないのは、
地域性があるということです。埼玉
県は埼玉県。長野県は長野県。そ
れぞれちょっと違うんです。地域性と
いうのを意識しながら助言していか
ないと、ちょっと違う方向に向く可能
性があります。また、人口規模や財
政規模など、自治体の規模感に応じ
て対応を変えることも重要だと思い
ます」

DX人材の育成も
外部の専門家の支援が必要

地域性を意識しながら
助言することが重要

ふじみ野市 デジタル戦略参与（CIO補佐官）
エムエスITコンサルティング株式会社
代表取締役　斉藤 実
http://ms-itconsult.com/
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『サーバントリーダーシップ』で職員のスキルをサポート
－岐阜市役所（岐阜県）－

　今回の特集で3番目に紹介するの
は岐阜市役所。
　岐阜市は岐阜県の県庁所在地で、
人口は40万1,245人（2023年8月
1日現在）。中核市に指定され、岐
阜県の行政・商業・情報の拠点とし
て機能している。市内を横切るよう
に、北東から南西にかけて一級河川
の長良川が流れており、鵜匠が船に
乗り数羽から十数羽の鵜を操る「ぎふ
長良川鵜飼」が行われている市として
もよく知られている。農産物ではイチ
ゴ、枝豆、柿などが有名。また、古
くからアパレル産業が盛んで、“世界
のファッション工房GIFU”を目指し、
「ア・ミューズ岐阜」などのファッショ
ンイベントを開催し、官民一体となっ
て各種施策を展開している。
　この岐阜市にCIO補佐官として赴
任してきたのが、ITコーディネータの
速水清孝氏だ。
　岐阜市がCIO補佐官の採用を開始
したのは2011年。2009年度に策
定した「岐阜市情報システム最適化
基本計画」において、全庁横断的な
情報化の推進およびIT統制、評価・
支援体制を確立するため、高度で専
門的な知識経験を有する外部人材を
CIO補佐官として採用することにし
た。
　実は採用の事前準備として、岐阜
市では2010年にITコーディネータ
協会に、CIO補佐官の採用について
相談をしている。CIO補佐官にはど
のような人物がいいのか、ITコーディ
ネータのスキルがCIO補佐官のよう

な人に向くのかなどの相談だったとい
う。採用されたCIO補佐官は初代は
ITコーディネータではなかったが、2
期目からはITコーディネータが登用
され、3代目である現在の速水氏にい
たっている。

　速水氏は2019年に岐阜市のCIO
補佐官に応募。当時は大手通信会
社でITマネジメント、営業支援、企
画開発、情報システム部門などの
業務を歴任し、ITコーディネータや
CISSP、PMPなどの資格も取得して
いた。
　「実家は岐阜県で、いつかは地元に
戻ろうと思っていました。せっかくIT
のスキルを持っているので、自治体や
地元の企業でそれを活用できないか
なという思いがありました」
　速水氏はITコーディネータ協会の
メルマガで初代CIO補佐官の募集を
知ったが、当時は会社の仕事が忙し

く、2019年になってようやく応募す
ることを決意した。
　CIO補佐官の役割は、行政のデ
ジタル化に関する事務の統括・指揮
管理。デジタル戦略に関する立案お
よび推進や各部門のICT調達の適正
化、情報セキュリティ対策、情報シス
テムの開発および運用管理などが主
な業務になる。

　ここ数年、DX推進に関する案件が
増えてきたという。岐阜市では2022
年2月に国や県の方向性を踏まえ、
「ICT活用推進計画」を継承・発展
させ、DXの意義やDXによって目指
す姿などを分かりやすく示した「岐阜
市DX推進計画」を策定。具体的な
取り組みとして、市役所のDX推進と
しては市民サービスの向上、働き方
改革、庁内情報システムの最適化、
ICTガバナンスの強化、地域のDXと
しては教育・子育て、健康・福祉・
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2期目からはITコーディネータを

DX推進では職員の意識を
変えていくことが重要
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医療のDX推進などが掲げられた。
　この行政のDXを推進するには、ま
ずは職員の意識を変えていくことが重
要だと速水氏は指摘する。
　「デジタル化したら仕事が早く終わ
り、家族と触れ合える時間が長くな
る。幸せになれるのです。そのような
分かりすいメリットを、職員に意識付
けしようと思いました。そして、働き
手のモチベーションを上げるのも重要
だと考えました。市民のためになって
働き、それが市民の方から『ありがと
う』と言ってもらえる。やりがいを感じ
ることも、やる気につながります」
　DXを推進することで、職員の働き
方改革につながり、市民サービスの
向上にもつながる。それがぐるぐる
回っていくことが重要だと速水氏は強
調する。
　岐阜市役所では、DX人材育成の
取り組みの1つとして、今年度は「岐
阜市リスキリングアカデミー」を実施
している。これはDX推進リーダーを
中核とした庁内全体の底上げを図る
ことが目的。一般職員の中からこの
リーダーを募集したところ、110名
を超える応募があった。今後はDX推
進リーダー向けに、外部の専門家を
講師に招いた研修や、新たに全庁に
導入したMicrosoft 365の講習会
などを開き、デジタルスキルの向上を

目指していく。そして、それがDXに
よる市民サービスの向上につながって
いくことを期待しているという。
　「デジタル部門だけでは、どうして
も限界がきます。各部署にキーとな
る人材を置き、その方々が引っ張って
いくことで、結果的にDXが促進して
いくことが狙いです」（速水氏）

　CIO補佐官としての速水氏の仕事
ぶりは、職員の目にはどう映っている
のだろうか。岐阜市役所の情報シス
テム部門である行政部デジタル戦略
課の見留好宣氏と大岩克徳氏に印象
を聞いてみた。
　「職員では知識が及ばずDXに関し
ては最新の情報をキャッチアップでき
ない面もありますので、アドバイスを
いただき、さらに中長期的な視点で
具体的な計画を順序立ててやってい
ただいています。また、職員のマイン
ドチェンジという面では、速水さんの
指導によってDXに対する意識が大き
く変わったと思います。もちろん、そ
れ以外の調達の面でも直接ベンダー
の方と交渉していただくなど、適正な
価格の実現に大いに尽力していただ
いています」（見留課長）
　「私たちデジタル戦略課の職員にい
ろんなことを教えていただく教師的な
存在であると同時に、人材育成という

面で非常に優れた先生であると思っ
ています。そして、速水さんは庁内の
上層部に対するプレゼン力や交渉力と
いったアナログの力もすごいと実感し
ています。DXの推進に必要なのはデ
ジタルスキルだけではありません。人
間と人間との血の通った会話、デジ
タルにおける説明責任を果たす姿勢、
そんなアナログな部分でも常に勉強
させていただいています」（大岩係長）
　最後に速水氏に、ITコーディネー
タによる自治体支援では何か重要な
かを聞いてみた。
　「自治体をサポートするときに難し
いと感じるのは、職員の異動のことで
す。自治体は職員が数年で他部署へ
異動していく。だから、ITの知識がど
うしても職員に定着していかないので
す。まず、そこをサポートしてあげる
というのは大事なことです。かといっ
て自分が何でもやるとか、リーダー
シップを発揮するのではなく、職員の
人たちにスキルが付くようにサポート
してあげることも大事です。私はいつ
も言っているのですが、『サーバント
リーダーシップ』というのがリーダー
シップのスタイル。そういう風に皆さ
んを支えてあげて、底力を上げるよう
なサポートが必要だと思います」

人材育成の面でも
非常にすぐれた先生

岐阜市行政部
デジタル戦略参与（CIO補佐官）
速水清孝

ITコーディネータ

CIO補佐官 ITコーディネータ
速水清孝氏
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『サーバントリーダーシップ』で職員のスキルをサポート
－岐阜市役所（岐阜県）－

　今回の特集で3番目に紹介するの
は岐阜市役所。
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　岐阜市がCIO補佐官の採用を開始
したのは2011年。2009年度に策
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な人に向くのかなどの相談だったとい
う。採用されたCIO補佐官は初代は
ITコーディネータではなかったが、2
期目からはITコーディネータが登用
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　速水氏は2019年に岐阜市のCIO
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元職員の経験を生かし、自治体職員の意識の変革を図る
－摂津市役所（大阪府）－

自治体DX推進を支援するITコーディネータ
～デジタル人材の確保と育成～

　今回の特集で最後に紹介するのは、
大阪府の摂津市役所。
　摂津市は大阪平野の北部に位置
し、淀川の豊かな自然に育まれ、古
くから農耕が盛んで、大阪と京都を
結ぶ水陸交通の要衝としても重要な
役割を担ってきた。市域は東西6キ
ロメートル、南北5キロメートル、面
積は14.87平方キロメートル。西は
大阪市や吹田市、北は茨木市、東は
高槻市、南は淀川をはさんで守口市
や寝屋川市と接している。国立循環
器病研究センターなど最先端の医療
機関のある都市「健都」を中心とした
“健康のまち”のほか、小学校に入学
する時にオリジナルランドセルを無料
配布するなどの“子育てのまち”、そ
して、4,000社以上の事業所があり、
昼夜間人口比率で大阪府2位という
“産業のまち”として知られている。人
口は87,086人（2023年7月1日現
在）。

　この摂津市には、ふたりのITコー
ディネータが支援にあたっている。

　一般社団法人ITC-Labo.に所属
する金田謙一郎氏は、元々は自治体
の情報システム部門の職員だった。
独立するために、9年前にその自治体
を退職した。
　「自治体の支援をやろうと思って独
立したわけではありません。私は役所
で仕事をしていたのでよく分かるので
すが、『コンサルタントとしてお金をい
ただく仕事をくれませんか』と営業に
いくのは、正直あまり現実的ではな
かったのです。ですから、中小企業
診断士の資格を生かし、まずは中小
企業の支援をしようと思いました」
　ただ、企業支援の実務経験も多い
わけではないので、まずはIT関連の支
援から入っていこうと考えた。そこでIT
コーディネータの資格を取って、その
人脈で何とか仕事を増やしていった。
　そんな人脈の中から、自治体の支

援に関する仕事の紹介があり、徐々
にその仕事が増えていった。現在は
半分以上が自治体関連の仕事になっ
ているという。
　一方、ITC-Labo.の代表理事であ
る米田宗義氏は、2005年の独立後、
数年は中小企業を中心に支援を行っ
てきたが、2009年頃から自治体関
連の仕事が急激に増えていった。
　「DX元年というわけではないです
が、自治体DXがかなり立ち上がっ
ていくだろうという予測もあったので、
自治体関連の仕事の比率をかなり増
やしていきました。そのぶん、あえて
企業支援は減らしていきました」
　現在は米田氏の担当する仕事の8
割ぐらいは、自治体関連だという。

　摂津市役所を支援するようになっ
たきっかけは、2014年に総務省の
「ICT地域マネージャー派遣事業」
（現・地域情報化アドバイザー派遣
制度）だった。この制度を利用して、
米田氏は摂津市の地域情報化計画の
作成を支援した。その後も米田氏は
定期的に情報交換などを行い、摂津
市役所とのパイプをつないでいった。
　そして、2022年5月に摂津市は
ITC-Labo.とDX推進支援業務の委
託契約を結び、米田氏、金田氏のふ
たりで支援にあたることになった。
　ちょうど摂津市役所では、2022年
度に総務部情報政策課に「DX推進
係」を設置し、DXを進めるための体
制を整えていた。
　ふたりが着手したのは「DX推進計
画書」の策定だった。
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昼間の人口が多い
産業のまち

4

総務部 情報政策課
平岩慶介氏

総務部 情報政策課 課長
下郡光礼氏

元職員のITコーディネータが
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市の状況を踏まえた
DX推進計画書の策定
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　「昨年は過去に作られた他の自治体
のDX推進計画書などを参考に、摂
津市にはどのようなコンセプトの計画
がいいのか、どんなカテゴリーの計
画が向いているかなどをまずは検討し
ていただいて、それに合わせて摂津
市の現在の状況や過去の実績、また
情報関連以外の計画も踏まえながら、
摂津市独自の計画書の素案を作成し
ていきました」（金田氏）
　「一人でやるよりはチームで動いた
ほうが負荷も少なくなると思いまし
た。また、私が持っている経験やス
キルを彼に伝えていきたいという思い
もあり、ふたりで担当したほうが絶対
にメリットが大きいと考えました」（米
田氏）
　一方で、このDX推進計画書の作
成だけでなく、昨年は庁内のネット
ワーク、サーバー、パソコンの総入
れ替えの時期だったこともあり、情報
システム部門である情報政策課は多
忙を極め、ITコーディネータ側で主
体的にDX推進計画書の策定をリー
ドする必要があった。

　摂津市役所では昨年度からDXの
人材育成にも力を入れ始めた。その1
つが、情報政策課に所属する職員の
デジタル庁へ出向である。

　「その職員が市役所に帰ったとき
は、DX推進のリーダーシップを発揮
してくれることを期待しています。ま
た、今後は職員相手にもDX推進の
ための研修なども必要になってくると
思うので、それもITコーディネータに
お願いしています」と語るのは情報政
策課の平岩慶介氏。
　そして、平岩氏は職員の意識の変
革という点もITコーディネータに期待
しているという。
　「原課（各部署）もすでに手がいっぱ
いで、キャパシティを超えている状態
です。DXはそれを楽にするためだと
言っても、なかなか現場には響かな
い。DXを推進するには、今のやり方
を変えていかないといけないので、大
きなパワーが必要です。このような多
忙な状況で、意識を変えて、そのパ
ワーをどのように出してもらったらい
いのかというのが大きな課題だと思い
ます」

　ITコーディネータの金田氏は、こ
の課題について以下のように語る。
　「自治体には、すべての住民の方に
きめ細かく配慮しなければならないと
いう責務がありますので、民間ほどに
はDXによる業務効率の改善効果を
明確に出しづらい難しさがあります。
でも、まったく楽にならないというわ
けでもないので、より効果的な改善
ができそうなところを見つけていきた
いと思っています。また、一対一での
対応が求められるような住民に対する
業務も、DXで楽にしてあげられると
思います。そういうところまでできた
らベストですが、その辺をしっかりと
見据えながら支援をしていかないとい
けないと考えています」
　情報政策課の下郡光礼課長も、こ
の金田氏の考えにうなずく。
　「金田さんはこれまで経験されてき
たというのもあって、私が言いたいこ
とを常に的確におっしゃっていただい
ています。『まさにそうや、そうや』と
いうところがありますね」
　平岩氏も「やっぱり内部の情報部門
だけでは力不足なので、思いっきり後
ろから背中を押すくらいの勢いで支援
してほしいです。金田さん、米田さん
はこっち側の人間だと信じていますん
で」と、ふたりのITコーディネータに
期待している。

一般社団法人ITC-Labo.
代表理事　米田宗義
金田謙一郎
https://itc-labo.com/

ITコーディネータ

ITコーディネータ
米田宗義氏

ITコーディネータ
金田謙一郎氏

ふたりのITコーディネータは
「こっち側の人間」
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連の仕事が急激に増えていった。
　「DX元年というわけではないです
が、自治体DXがかなり立ち上がっ
ていくだろうという予測もあったので、
自治体関連の仕事の比率をかなり増
やしていきました。そのぶん、あえて
企業支援は減らしていきました」
　現在は米田氏の担当する仕事の8
割ぐらいは、自治体関連だという。

　摂津市役所を支援するようになっ
たきっかけは、2014年に総務省の
「ICT地域マネージャー派遣事業」
（現・地域情報化アドバイザー派遣
制度）だった。この制度を利用して、
米田氏は摂津市の地域情報化計画の
作成を支援した。その後も米田氏は
定期的に情報交換などを行い、摂津
市役所とのパイプをつないでいった。
　そして、2022年5月に摂津市は
ITC-Labo.とDX推進支援業務の委
託契約を結び、米田氏、金田氏のふ
たりで支援にあたることになった。
　ちょうど摂津市役所では、2022年
度に総務部情報政策課に「DX推進
係」を設置し、DXを進めるための体
制を整えていた。
　ふたりが着手したのは「DX推進計
画書」の策定だった。

特集1

昼間の人口が多い
産業のまち

4

総務部 情報政策課
平岩慶介氏

総務部 情報政策課 課長
下郡光礼氏

元職員のITコーディネータが
自治体を支援

市の状況を踏まえた
DX推進計画書の策定
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元職員の経験を生かし、自治体職員の意識の変革を図る

　「昨年は過去に作られた他の自治体
のDX推進計画書などを参考に、摂
津市にはどのようなコンセプトの計画
がいいのか、どんなカテゴリーの計
画が向いているかなどをまずは検討し
ていただいて、それに合わせて摂津
市の現在の状況や過去の実績、また
情報関連以外の計画も踏まえながら、
摂津市独自の計画書の素案を作成し
ていきました」（金田氏）
　「一人でやるよりはチームで動いた
ほうが負荷も少なくなると思いまし
た。また、私が持っている経験やス
キルを彼に伝えていきたいという思い
もあり、ふたりで担当したほうが絶対
にメリットが大きいと考えました」（米
田氏）
　一方で、このDX推進計画書の作
成だけでなく、昨年は庁内のネット
ワーク、サーバー、パソコンの総入
れ替えの時期だったこともあり、情報
システム部門である情報政策課は多
忙を極め、ITコーディネータ側で主
体的にDX推進計画書の策定をリー
ドする必要があった。

　摂津市役所では昨年度からDXの
人材育成にも力を入れ始めた。その1
つが、情報政策課に所属する職員の
デジタル庁へ出向である。

　「その職員が市役所に帰ったとき
は、DX推進のリーダーシップを発揮
してくれることを期待しています。ま
た、今後は職員相手にもDX推進の
ための研修なども必要になってくると
思うので、それもITコーディネータに
お願いしています」と語るのは情報政
策課の平岩慶介氏。
　そして、平岩氏は職員の意識の変
革という点もITコーディネータに期待
しているという。
　「原課（各部署）もすでに手がいっぱ
いで、キャパシティを超えている状態
です。DXはそれを楽にするためだと
言っても、なかなか現場には響かな
い。DXを推進するには、今のやり方
を変えていかないといけないので、大
きなパワーが必要です。このような多
忙な状況で、意識を変えて、そのパ
ワーをどのように出してもらったらい
いのかというのが大きな課題だと思い
ます」

　ITコーディネータの金田氏は、こ
の課題について以下のように語る。
　「自治体には、すべての住民の方に
きめ細かく配慮しなければならないと
いう責務がありますので、民間ほどに
はDXによる業務効率の改善効果を
明確に出しづらい難しさがあります。
でも、まったく楽にならないというわ
けでもないので、より効果的な改善
ができそうなところを見つけていきた
いと思っています。また、一対一での
対応が求められるような住民に対する
業務も、DXで楽にしてあげられると
思います。そういうところまでできた
らベストですが、その辺をしっかりと
見据えながら支援をしていかないとい
けないと考えています」
　情報政策課の下郡光礼課長も、こ
の金田氏の考えにうなずく。
　「金田さんはこれまで経験されてき
たというのもあって、私が言いたいこ
とを常に的確におっしゃっていただい
ています。『まさにそうや、そうや』と
いうところがありますね」
　平岩氏も「やっぱり内部の情報部門
だけでは力不足なので、思いっきり後
ろから背中を押すくらいの勢いで支援
してほしいです。金田さん、米田さん
はこっち側の人間だと信じていますん
で」と、ふたりのITコーディネータに
期待している。

一般社団法人ITC-Labo.
代表理事　米田宗義
金田謙一郎
https://itc-labo.com/

ITコーディネータ

ITコーディネータ
米田宗義氏

ITコーディネータ
金田謙一郎氏

ふたりのITコーディネータは
「こっち側の人間」
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令和4年度
地域DX促進活動
支援事業の実施第 2

特集

─ 関東道路株式会社（茨城県筑西市） ─

─ 長野テクトロン株式会社（長野県長野市） ─
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❷  社員を巻き込み、やり抜こうという雰囲気づくりが重要
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　令和 4 年度、経済産業省の「地域新成長産業創出促進事業費補助金（地域

DX 促進活動支援事業）」が、茨城県および長野県と 2 つの県で実施となったこ

とから、ITCA が元請事業者として採択され、ITC 茨城、ITC 長野と共に実施

しました。

　本事業は地域ぐるみで地域企業の DX 実現を目的としており、各地域の産学

官金が参画する支援コミュニティを立ち上げ、地域企業の DX 実現に向けたサ

ポート（地域企業の課題分析・戦略策定の伴走型支援、地域企業と IT ベンダー

等とのマッチング支援等）を実施するものでした。

　茨城県・長野県ともに各 5 つの団体でコンソーシアム（コミュニティ）を設

立し、ITC 茨城、ITC 長野がそれぞれの地域の中心としてまとめ役を担い主体

的に活動して頂きました。取り組み内容としては、「DX 気づきセミナー」や「DX

セミナー 1&2」を実施し、地域事業者の DX に対する意識改革を図り、その

過程で伴走支援を希望する企業を選定し、ITC（金融機関の同行も活発に実施）

による各 10 回の支援により、事業者の DX 計画書の作成までを支援するもの

でした。

　伴走支援においては、単なる業務改善にとどまらず、「経営理念・ミッショ

ンの確認に基づいた “ DX 構想の検討”」から始まり、「DX システム構成検討」

「現状分析」「実施項目の抽出」といったプロセスを経て「セキュリティ（対策）

の検討」に至るまでを行い「DX 計画書」をまとめ上げるといったものでした。

中でも「DX 構想の検討」には多くの時間を要し、支援先企業の社員の皆さん

が喧々諤々としながらも、一方ではいきいきとした姿勢で未来の理想を語り、

取り組みに参加されていたことが大変印象的でした。

　次頁以降に茨城、長野での取り組み概要を掲載しています。是非皆さんの地

域においても、地域が一体となれると同時に支援先事業者の従業員モチベーショ

ンを上げることができる同種の取り組みが行われることを期待しています。

IT コーディネータ協会 ネットワーク促進部　比留間 貴士

─ 関東道路株式会社（茨城県筑西市） ─

─ 長野テクトロン株式会社（長野県長野市） ─



具体的な目標をステップ・バイ・ステップで明確化できる取り組み
－関東道路株式会社（茨城県筑西市）－

令和4年度
地域DX促進活動支援事業の実施

　ITコーディネータ協会は経済産業省
「令和4年度地域新成長産業創出促
進事業費補助金（地域DX促進活動
支援事業）」の主体事業機関に採択さ
れ、昨年度、茨城県と長野県で「地
域DX推進モデル策定実証事業」を実
施した。
　この取り組みは、 ITコーディネータ
が主導し、地域の経営者協会と連携、
金融機関も伴走者として中小企業の
DX促進を支援するというのが大きな
特徴である。
　まずは、茨城県の事例から紹介し
よう。「茨城県DX支援コミュニティ」
は、特定非営利活動法人 ITコーディ
ネータ茨城（ITC茨城）が中心になり、
公益財団法人 いばらき中小企業グ
ローバル推進機構、一般社団法人茨
城県経営者協会、株式会社常陽銀行
で構成されている。
　茨城県筑西市の関東道路株式会社
は、今回の取り組みに参加した企業
の1つ。道路舗装、建築・土木・造

園工事の設計・施工、産業廃棄物処
分業、合材・再生合材の製造販売、
各種建設機器のリースなどの事業を
行っている会社で、2003年からはリ
サイクル事業を中心にした環境ビジネ
スにも乗り出している。
　同社では、一般の家庭から出る可
燃性のごみを焼却した際に発生するガ
ラス状の固化物「スラグ」のリサイクル
を長年研究してきたが、アスファルト
合材に混ぜて新たな「エコファルト」と
いう再生アスファルト合材の開発に成
功。これは、県の建設資材認定制度
の中で、リサイクル資材として公共工
事に使用できるという認定を受けた。
　その結果、地域の可燃性のごみ
を100％リサイクルでき、年間1億
3,000万円の節税効果をもたらした。
税金の無駄遣いをなくすことにも大き
く貢献したこの事業は、現在同社の
事業の大きな柱となっている。

　関東道路は、近年、太陽光パネル
（ソーラーパネル）のリサイクル事業

にも乗り出している。ソーラーパネル
には寿命があり、初期のソーラーパ
ネルは10～20年、新しいタイプで
も20～30年後には使用不能になる
といわれており、再エネ特措法の契
約が切れる2032年以降から、ソー
ラーパネルの廃棄が現在の80倍から
140倍に増えていくという。現状の
ままでは適切な廃棄処理が間に合わ
ず、不法投棄や放置など各種環境問
題が起こる可能性が高い。
　そこで同社では、電力会社、リサ
イクル業者、商社、金融機関などが
参加し、ソーラーパネルの設置場所
から最短距離にある企業にリサイクル
処理を依頼できる「ソーラーパネルリ
サイクルプラットフォーム」（SRP）を
考案。このシステムは2021年7月に
特許も取得。環境DXの構築につな
がる画期的システムである。
　そんな新しい事業を目指している
ときに、茨城県経営者協会から地域
DX推進モデル策定実証事業を紹介
された。
　関東道路では、SRPを中心に据え
たDX推進計画書を作成し、その中で

中期5カ年、長期10カ年
の計画を立てていくことを模
索。同社の代表取締役、武
藤正浩氏は「DX認定を取得
することでこのSRPの価値
が上がるのではないかと考
えていますし、確実にそれ
を未来に向けて実行するに
もこの認定というのは大きな
目標の中心となると考えてい
ます」と語り、地域DX推進
モデル策定実証事業では、
このDX推進計画書作成の

特集2

ITC茨城を中心にした
支援コミュニティ

「SRP」を中心に据えた
DX推進計画書を作成

1

工事部　課長
高山弘之氏

代表取締役
武藤正浩氏

営業部
武藤理沙氏
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具体的な目標をステップ・バイ・ステップで明確化できる取り組み

支援に大きな期待を寄せたという。
　そして武藤社長は、「DXは上場企
業のような大企業だけじゃなくて、中
小企業もそのうちその波が来るだろう
なと思っていたので、いいタイミング
でした」とも語る。

　ITコーディネータによる伴走支援
は、経営理念、ミッションの確認から
始まり目標値の設定、現状分析、ス
ケジュール検討など計10回におよん
だ。担当したITコーディネータは、
ITC茨城に所属する後藤雅俊氏。
　「社長がすでにDXビジョンをお持
ちになっていたので、社長のお考えや、
現在進めていることをヒアリングする
のが最初のフェーズになりました。そ
して、そのビジョンを明確化し、具
体的にどういう戦略で、何をして、ど
のようなスケジュールと体制で進めて
いくかというところを支援させていた
だきました。社長の思いとか、言葉と
かを計画書に落とし込むという感じの
作業でしたね」
　一方で、茨城県の他の支援事例で
は、DXビジョンを作るところに時間
をかけていた企業さんが多かったと後
藤氏は言う。
　その支援について武藤社長は、「DX
の考え方には根本的に違いはないと
思っていましたが、今回支援いただい

た中で、明確にしなくてはいけない部
分がたくさんあると感じました。例え
ば大きな理念があったとしても、それ
ぞれの事業に対する具体的な目標を
はっきりとさせていく必要があったこ
とです。それをステップ・バイ・ステッ
プで明確化していくテンプレートを用
意していただきました。いい勉強にな
りました」と感想を語る。

　今回の伴走支援には、社長以外に
2人の社員も参加した。
　工事部の高山弘之課長は「まず、
DXというのが最初は全然分かりませ
んでした。単純に会社の業務のアナ
ログなものをデジタル化するぐらいか
なと思っていたのです。今回このよう
な支援を受けて、DXというのは単に
デジタル化とかIT化ではないことが
分かりました。また、社長のビジョン
は伝えられていたのですが、具体的
にどのように活動していけばいいのか
までは分かっていなかった。それはこ
ういう戦略なんだ、数字化すればこう
いうことなんだというのがよく理解で
きました」と語り、5年後、10年後の
会社のビジョンが見えてすごく勉強に
なったという。
　DX推進計画書の作成にあたって、
主に社長のサポートに当たった営業
部の武藤理沙氏は、「議論を進めてい
く中で、社長の構想がよく理解できて
いきました。同時に、営業部としては

今後、どういうことをやっていけばい
いのかも明確になっていきました」と
語り、社長のビジョンが社員で共有
できたことが何よりも良かったという。
　ITコーディネータの後藤氏も、「DX
戦略に限らず社長の理念やビジョン
は何となく伝わっているが、従業員の
方々まで具体的に理解している会社
は結構少ないと思います。これから
DXを考えていく企業には、今回の支
援のやり方は合っていると思うので、
ぜひいろいろなところにお勧めしたい
です」と、この取り組みを大きく評価
している。
　最後に武藤社長に中小企業のDX
ではどんなことが必要かを聞いてみた。
　「DXというのは流行だと思っていま
す。会社を変えなくていいという社長
にはDXはいらないのです。それがデ
ジタル技術なのか、教育なのか。例
えば教育にしても、リスキリングとい
う言葉もたくさん出ていますが、別に
再教育でいいじゃないですか。DXも
そうですが、英語で言っているだけで
なくて、やろうとしている変革は昔と
全然変わらないと思っています」

社長の思いや言葉を
DX戦略推進計画書に落とし込む

社長の理念やビジョンを
全従業員へ浸透さる必要が

関東道路株式会社
事業内容：道路等舗装工事の設計・
施工、一般土木工事の設計・施工など
茨城県筑西市下川島635
https://www.kanto-doro.co.jp/

会社概要

ITコーディネータ茨城（ITC茨城）
https://www.itc-ibaraki.com/

ITコーディネータ

ITコーディネータ
後藤雅俊氏
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具体的な目標をステップ・バイ・ステップで明確化できる取り組み
－関東道路株式会社（茨城県筑西市）－

令和4年度
地域DX促進活動支援事業の実施

　ITコーディネータ協会は経済産業省
「令和4年度地域新成長産業創出促
進事業費補助金（地域DX促進活動
支援事業）」の主体事業機関に採択さ
れ、昨年度、茨城県と長野県で「地
域DX推進モデル策定実証事業」を実
施した。
　この取り組みは、 ITコーディネータ
が主導し、地域の経営者協会と連携、
金融機関も伴走者として中小企業の
DX促進を支援するというのが大きな
特徴である。
　まずは、茨城県の事例から紹介し
よう。「茨城県DX支援コミュニティ」
は、特定非営利活動法人 ITコーディ
ネータ茨城（ITC茨城）が中心になり、
公益財団法人 いばらき中小企業グ
ローバル推進機構、一般社団法人茨
城県経営者協会、株式会社常陽銀行
で構成されている。
　茨城県筑西市の関東道路株式会社
は、今回の取り組みに参加した企業
の1つ。道路舗装、建築・土木・造

園工事の設計・施工、産業廃棄物処
分業、合材・再生合材の製造販売、
各種建設機器のリースなどの事業を
行っている会社で、2003年からはリ
サイクル事業を中心にした環境ビジネ
スにも乗り出している。
　同社では、一般の家庭から出る可
燃性のごみを焼却した際に発生するガ
ラス状の固化物「スラグ」のリサイクル
を長年研究してきたが、アスファルト
合材に混ぜて新たな「エコファルト」と
いう再生アスファルト合材の開発に成
功。これは、県の建設資材認定制度
の中で、リサイクル資材として公共工
事に使用できるという認定を受けた。
　その結果、地域の可燃性のごみ
を100％リサイクルでき、年間1億
3,000万円の節税効果をもたらした。
税金の無駄遣いをなくすことにも大き
く貢献したこの事業は、現在同社の
事業の大きな柱となっている。

　関東道路は、近年、太陽光パネル
（ソーラーパネル）のリサイクル事業

にも乗り出している。ソーラーパネル
には寿命があり、初期のソーラーパ
ネルは10～20年、新しいタイプで
も20～30年後には使用不能になる
といわれており、再エネ特措法の契
約が切れる2032年以降から、ソー
ラーパネルの廃棄が現在の80倍から
140倍に増えていくという。現状の
ままでは適切な廃棄処理が間に合わ
ず、不法投棄や放置など各種環境問
題が起こる可能性が高い。
　そこで同社では、電力会社、リサ
イクル業者、商社、金融機関などが
参加し、ソーラーパネルの設置場所
から最短距離にある企業にリサイクル
処理を依頼できる「ソーラーパネルリ
サイクルプラットフォーム」（SRP）を
考案。このシステムは2021年7月に
特許も取得。環境DXの構築につな
がる画期的システムである。
　そんな新しい事業を目指している
ときに、茨城県経営者協会から地域
DX推進モデル策定実証事業を紹介
された。
　関東道路では、SRPを中心に据え
たDX推進計画書を作成し、その中で

中期5カ年、長期10カ年
の計画を立てていくことを模
索。同社の代表取締役、武
藤正浩氏は「DX認定を取得
することでこのSRPの価値
が上がるのではないかと考
えていますし、確実にそれ
を未来に向けて実行するに
もこの認定というのは大きな
目標の中心となると考えてい
ます」と語り、地域DX推進
モデル策定実証事業では、
このDX推進計画書作成の

特集2

ITC茨城を中心にした
支援コミュニティ

「SRP」を中心に据えた
DX推進計画書を作成

1

工事部　課長
高山弘之氏

代表取締役
武藤正浩氏

営業部
武藤理沙氏
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具体的な目標をステップ・バイ・ステップで明確化できる取り組み

支援に大きな期待を寄せたという。
　そして武藤社長は、「DXは上場企
業のような大企業だけじゃなくて、中
小企業もそのうちその波が来るだろう
なと思っていたので、いいタイミング
でした」とも語る。

　ITコーディネータによる伴走支援
は、経営理念、ミッションの確認から
始まり目標値の設定、現状分析、ス
ケジュール検討など計10回におよん
だ。担当したITコーディネータは、
ITC茨城に所属する後藤雅俊氏。
　「社長がすでにDXビジョンをお持
ちになっていたので、社長のお考えや、
現在進めていることをヒアリングする
のが最初のフェーズになりました。そ
して、そのビジョンを明確化し、具
体的にどういう戦略で、何をして、ど
のようなスケジュールと体制で進めて
いくかというところを支援させていた
だきました。社長の思いとか、言葉と
かを計画書に落とし込むという感じの
作業でしたね」
　一方で、茨城県の他の支援事例で
は、DXビジョンを作るところに時間
をかけていた企業さんが多かったと後
藤氏は言う。
　その支援について武藤社長は、「DX
の考え方には根本的に違いはないと
思っていましたが、今回支援いただい

た中で、明確にしなくてはいけない部
分がたくさんあると感じました。例え
ば大きな理念があったとしても、それ
ぞれの事業に対する具体的な目標を
はっきりとさせていく必要があったこ
とです。それをステップ・バイ・ステッ
プで明確化していくテンプレートを用
意していただきました。いい勉強にな
りました」と感想を語る。

　今回の伴走支援には、社長以外に
2人の社員も参加した。
　工事部の高山弘之課長は「まず、
DXというのが最初は全然分かりませ
んでした。単純に会社の業務のアナ
ログなものをデジタル化するぐらいか
なと思っていたのです。今回このよう
な支援を受けて、DXというのは単に
デジタル化とかIT化ではないことが
分かりました。また、社長のビジョン
は伝えられていたのですが、具体的
にどのように活動していけばいいのか
までは分かっていなかった。それはこ
ういう戦略なんだ、数字化すればこう
いうことなんだというのがよく理解で
きました」と語り、5年後、10年後の
会社のビジョンが見えてすごく勉強に
なったという。
　DX推進計画書の作成にあたって、
主に社長のサポートに当たった営業
部の武藤理沙氏は、「議論を進めてい
く中で、社長の構想がよく理解できて
いきました。同時に、営業部としては

今後、どういうことをやっていけばい
いのかも明確になっていきました」と
語り、社長のビジョンが社員で共有
できたことが何よりも良かったという。
　ITコーディネータの後藤氏も、「DX
戦略に限らず社長の理念やビジョン
は何となく伝わっているが、従業員の
方々まで具体的に理解している会社
は結構少ないと思います。これから
DXを考えていく企業には、今回の支
援のやり方は合っていると思うので、
ぜひいろいろなところにお勧めしたい
です」と、この取り組みを大きく評価
している。
　最後に武藤社長に中小企業のDX
ではどんなことが必要かを聞いてみた。
　「DXというのは流行だと思っていま
す。会社を変えなくていいという社長
にはDXはいらないのです。それがデ
ジタル技術なのか、教育なのか。例
えば教育にしても、リスキリングとい
う言葉もたくさん出ていますが、別に
再教育でいいじゃないですか。DXも
そうですが、英語で言っているだけで
なくて、やろうとしている変革は昔と
全然変わらないと思っています」

社長の思いや言葉を
DX戦略推進計画書に落とし込む

社長の理念やビジョンを
全従業員へ浸透さる必要が

関東道路株式会社
事業内容：道路等舗装工事の設計・
施工、一般土木工事の設計・施工など
茨城県筑西市下川島635
https://www.kanto-doro.co.jp/

会社概要

ITコーディネータ茨城（ITC茨城）
https://www.itc-ibaraki.com/

ITコーディネータ

ITコーディネータ
後藤雅俊氏
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社員を巻き込み、やり抜こうという雰囲気づくりが重要
－長野テクトロン株式会社（長野県長野市）－

　茨城県とともに、昨年長野県でも
実施された「地域DX推進モデル策定
実証事業」（地域DX促進活動支援事
業）。その中の1つ、長野テクトロン
株式会社の事例を紹介しよう。
　長野県では、長野県ITコーディ
ネータ協議会（ITC長野）がまとめ役
と伴走支援を担当し、長野県産業振
興機構、長野県経営者協会、八十二
銀行、長野県情報サービス振興協会
が支援コミュニティを作った。
　長野テクトロンは、長野県長野市
に本社を構える入力装置・表示パネ
ルの専門メーカー。キーボード、メ
ンブレンスイッチ、ディスプレイデバ
イスの標準品およびカスタム品の製
造、販売をしており、タッチパネル
PC、セルフレジ、デジタルサイネー
ジなど我々の生活に密着した製品も
数多く手がけている。
　同社は今期で創立40年を迎え、
次の40年をどう存続し、さらに飛躍
するにはどうしたらいいかを模索し始
めていた。2017年に代表取締役に
就任した柳澤由英氏は、「特に企業
理念や行動指針を作る必要があると
考え、『“これから”をもっと快適に』と
いう企業理念、『例がないからやって
みよう　やらないと何も起こらないか
ら』という行動指針を作ってみたので
すが、なかなかそれが会社全体に浸
透していかないことを感じていました」
と語り、情報共有の必要性を痛感し
ているという。
　一方で、長野テクトロンではエンド
ユーザーにECで製品を販売するなど

さまざまなサービスが登場し、飲食
店やホテルなどの情報の取り扱いも
始めた。また、関連する企業とのやり
取りも増えたことで扱う情報が増え、
セキュリティ面での強化が迫られてい
た。
　この情報共有とセキュリティ対策が
同社の大きな課題となっていた。
　セキュリティに関しては、メインバ
ンクである八十二銀行を通して、ITC
長野に経済産業省の令和2年度中小
企業サイバーセキュリティ対策促進事
業の活用を依頼。そこで初めてITコー
ディネータとのつながりができた。

　そんな経緯もあり、昨年、ITC長
野から今回の地域DX推進活動支援
事業への参加を案内された。
　そして、DX推進計画書を作成する
にあたっては、同社の大きな課題で
ある社内の情報共有についてどのよう
に解決すべきかを念頭に置きながら、
ITコーディネータによる伴走支援が
進められていった。
　支援は月2回
のペースで、各
2時間程度行
われた。支援
プログラムのメ
ニューに沿って
課題を洗い出
し、それを報告
してもらうとい
う形で進められ
た。
　「情報共有と
いうことでは、

企業理念を全社員で理解した上で、
各グループ、各部署で目標を立てて、
それを中期計画に持っていくという手
順で進めようと思いました。そして、
最終的に全社員が中期計画に参画し
ていくことを目指しました。支援をい
ただいたのは、ちょうどグループごと
にある程度の目標が出てきていた時期
でした。営業からは売上目標やリピー
ト率の向上、製造部門からは不良率
の低減など、いろいろな目標が各グ
ループから出てきており、それを最初
にITコーディネータの方にチェックし
ていただきました」（柳澤社長）
　そして、各グループで強み、弱み
を分析し、どうやってDXに結びつけ
て、さらにどう加速させていくかを議
論していったという。
　「内部の人間だけだと、社長が何を
考えているのか分からないまま議論が
始まりがちです。今回は『社長の考え
はこうなんですよ』と社員に分かりや
すく説明していただき、社員も納得し
ながら進めていけたと思います」。
　社員を巻き込み、みんな一緒に最
後までしっかりやり抜いていこうとい

特集2

ITC長野がまとめ役と
伴走支援を担当

社内の情報共有を念頭に
DX推進計画書を作成

2

八十二銀行　篠ノ井支店　営業次長
竹内道徳氏

代表取締役
柳澤由英氏

令和4年度
地域DX促進活動支援事業の実施
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社員を巻き込み、やり抜こうという雰囲気づくりが重要

う雰囲気が会社に生まれたことが、
大きな成果だったと柳澤社長は実感
している。そして、ITコーディネータ
が社内での議論に参加してくれたこと
が、社員の意識が大きく変革すること
につながったという。

　一方で、ITコーディネータはどのよ
うな点に重きを置いて今回の支援を
行ったのだろうか。
　「個々の課題にどうしても目がいき
がちです。例えば現場では発注をもっ
と早くしたい、在庫をどうしたいとい
う要望が出てくるのですが、今回は
全体の最適化というところに注力する
ようにしました。10回の伴走支援の
中でも、どうしても隅を突きたくなる
ようなことも出てくるのですが、最初
のビジョンや目標に立ち返ることを心
がけるようにしました」と、同社の伴
走支援に参加したITコーディネータ
の赤堀明氏は語る。
　そして、今回の支援の取り組みに
ついては、「企業ごとにそれぞれ事情
が違いますが、取り組み方やプロセ
スに課題を持っているところには、今
回の方法を提供できるのではないかと
思っています」と語り、DXを進める上
での1つのきっかけになると期待して
いる。
　さらにITC長野の普世芳孝理事長は

「産業振興機構や経営者協会、銀行
が1つのチームになって取り組んだこ
とにとても意義があると思います。特
に経営者の業界が参加されたことは、
経営者の皆さんの背中を押すことに
なったと思います」と語り、この支援
コミュニティの枠組みは次年度以降
に生きてくると評価する。

　今回の取り組みには、金融機関で
ある八十二銀行も参加している。最
近は銀行でも顧客からの相談はIT経
営や人材の課題が増えており、今回
のコミュニティに参加した篠ノ井支店
の竹内道徳営業次長も、それらの課
題に対応するためにITコーディネー
タの資格を取得している。
　「このような支援の枠組みは、他の

お客様にも紹介
しやすいです。
そして社長がこ
ういった枠組み
に参画すると、
ITとかデジタル
に関する課題と
いうのも可視化
しやすくなると
思います。いい
取り組みだと思
います」と竹内
氏は語る。

　そして、柳澤社長も「日頃からお
世話になっているメインバンクからサ
ポートしていただけるのは非常に心強
いです。今回のDXの取り組みでも銀
行さんのお墨付きをいただきながら活
動しているというイメージがありまし
たので、迷いを感じることはありませ
んでした」とこの枠組みを大いに評価
している。
　最後にITコーディネータの赤堀氏
に、ITコーディネータがDX化を支援
する場合、どんなことに注意したらい
いかを聞いてみた。
　「やはり企業のビジョン周りですね。
そこが一番大切で根幹になるところで
すから、そのビジョンに向けてどうい
うようなことをやっていけばいいかを
議論することが重要です。いきなり課
題の解決といった部分に陥らないよ
うにしたいです。あと、今回のように
ちゃんと現場に目を向けることも大切
です。うまく現場を巻き込んでやって
いくこと。そんな風土作りが必要だと
思います」

個々の課題の解決ではなく
全体の最適化に注力

銀行が参加することは
経営者にとっても心強い

長野テクトロン株式会社
事業内容：キーボードやメンブレンス
イッチ等の入力装置の製造など
長野県長野市篠ノ井塩崎2304-1
https://www.nagateku.co.jp/

会社概要

長野県ITコーディネータ協議会（ITC長野）
https://www.itc-nagano.jp/

ITコーディネータ

ITコーディネータ
普世芳孝氏

ITコーディネータ
赤堀 明氏
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社員を巻き込み、やり抜こうという雰囲気づくりが重要
－長野テクトロン株式会社（長野県長野市）－

　茨城県とともに、昨年長野県でも
実施された「地域DX推進モデル策定
実証事業」（地域DX促進活動支援事
業）。その中の1つ、長野テクトロン
株式会社の事例を紹介しよう。
　長野県では、長野県ITコーディ
ネータ協議会（ITC長野）がまとめ役
と伴走支援を担当し、長野県産業振
興機構、長野県経営者協会、八十二
銀行、長野県情報サービス振興協会
が支援コミュニティを作った。
　長野テクトロンは、長野県長野市
に本社を構える入力装置・表示パネ
ルの専門メーカー。キーボード、メ
ンブレンスイッチ、ディスプレイデバ
イスの標準品およびカスタム品の製
造、販売をしており、タッチパネル
PC、セルフレジ、デジタルサイネー
ジなど我々の生活に密着した製品も
数多く手がけている。
　同社は今期で創立40年を迎え、
次の40年をどう存続し、さらに飛躍
するにはどうしたらいいかを模索し始
めていた。2017年に代表取締役に
就任した柳澤由英氏は、「特に企業
理念や行動指針を作る必要があると
考え、『“これから”をもっと快適に』と
いう企業理念、『例がないからやって
みよう　やらないと何も起こらないか
ら』という行動指針を作ってみたので
すが、なかなかそれが会社全体に浸
透していかないことを感じていました」
と語り、情報共有の必要性を痛感し
ているという。
　一方で、長野テクトロンではエンド
ユーザーにECで製品を販売するなど

さまざまなサービスが登場し、飲食
店やホテルなどの情報の取り扱いも
始めた。また、関連する企業とのやり
取りも増えたことで扱う情報が増え、
セキュリティ面での強化が迫られてい
た。
　この情報共有とセキュリティ対策が
同社の大きな課題となっていた。
　セキュリティに関しては、メインバ
ンクである八十二銀行を通して、ITC
長野に経済産業省の令和2年度中小
企業サイバーセキュリティ対策促進事
業の活用を依頼。そこで初めてITコー
ディネータとのつながりができた。

　そんな経緯もあり、昨年、ITC長
野から今回の地域DX推進活動支援
事業への参加を案内された。
　そして、DX推進計画書を作成する
にあたっては、同社の大きな課題で
ある社内の情報共有についてどのよう
に解決すべきかを念頭に置きながら、
ITコーディネータによる伴走支援が
進められていった。
　支援は月2回
のペースで、各
2時間程度行
われた。支援
プログラムのメ
ニューに沿って
課題を洗い出
し、それを報告
してもらうとい
う形で進められ
た。
　「情報共有と
いうことでは、

企業理念を全社員で理解した上で、
各グループ、各部署で目標を立てて、
それを中期計画に持っていくという手
順で進めようと思いました。そして、
最終的に全社員が中期計画に参画し
ていくことを目指しました。支援をい
ただいたのは、ちょうどグループごと
にある程度の目標が出てきていた時期
でした。営業からは売上目標やリピー
ト率の向上、製造部門からは不良率
の低減など、いろいろな目標が各グ
ループから出てきており、それを最初
にITコーディネータの方にチェックし
ていただきました」（柳澤社長）
　そして、各グループで強み、弱み
を分析し、どうやってDXに結びつけ
て、さらにどう加速させていくかを議
論していったという。
　「内部の人間だけだと、社長が何を
考えているのか分からないまま議論が
始まりがちです。今回は『社長の考え
はこうなんですよ』と社員に分かりや
すく説明していただき、社員も納得し
ながら進めていけたと思います」。
　社員を巻き込み、みんな一緒に最
後までしっかりやり抜いていこうとい
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伴走支援を担当

社内の情報共有を念頭に
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社員を巻き込み、やり抜こうという雰囲気づくりが重要

う雰囲気が会社に生まれたことが、
大きな成果だったと柳澤社長は実感
している。そして、ITコーディネータ
が社内での議論に参加してくれたこと
が、社員の意識が大きく変革すること
につながったという。

　一方で、ITコーディネータはどのよ
うな点に重きを置いて今回の支援を
行ったのだろうか。
　「個々の課題にどうしても目がいき
がちです。例えば現場では発注をもっ
と早くしたい、在庫をどうしたいとい
う要望が出てくるのですが、今回は
全体の最適化というところに注力する
ようにしました。10回の伴走支援の
中でも、どうしても隅を突きたくなる
ようなことも出てくるのですが、最初
のビジョンや目標に立ち返ることを心
がけるようにしました」と、同社の伴
走支援に参加したITコーディネータ
の赤堀明氏は語る。
　そして、今回の支援の取り組みに
ついては、「企業ごとにそれぞれ事情
が違いますが、取り組み方やプロセ
スに課題を持っているところには、今
回の方法を提供できるのではないかと
思っています」と語り、DXを進める上
での1つのきっかけになると期待して
いる。
　さらにITC長野の普世芳孝理事長は

「産業振興機構や経営者協会、銀行
が1つのチームになって取り組んだこ
とにとても意義があると思います。特
に経営者の業界が参加されたことは、
経営者の皆さんの背中を押すことに
なったと思います」と語り、この支援
コミュニティの枠組みは次年度以降
に生きてくると評価する。

　今回の取り組みには、金融機関で
ある八十二銀行も参加している。最
近は銀行でも顧客からの相談はIT経
営や人材の課題が増えており、今回
のコミュニティに参加した篠ノ井支店
の竹内道徳営業次長も、それらの課
題に対応するためにITコーディネー
タの資格を取得している。
　「このような支援の枠組みは、他の

お客様にも紹介
しやすいです。
そして社長がこ
ういった枠組み
に参画すると、
ITとかデジタル
に関する課題と
いうのも可視化
しやすくなると
思います。いい
取り組みだと思
います」と竹内
氏は語る。

　そして、柳澤社長も「日頃からお
世話になっているメインバンクからサ
ポートしていただけるのは非常に心強
いです。今回のDXの取り組みでも銀
行さんのお墨付きをいただきながら活
動しているというイメージがありまし
たので、迷いを感じることはありませ
んでした」とこの枠組みを大いに評価
している。
　最後にITコーディネータの赤堀氏
に、ITコーディネータがDX化を支援
する場合、どんなことに注意したらい
いかを聞いてみた。
　「やはり企業のビジョン周りですね。
そこが一番大切で根幹になるところで
すから、そのビジョンに向けてどうい
うようなことをやっていけばいいかを
議論することが重要です。いきなり課
題の解決といった部分に陥らないよ
うにしたいです。あと、今回のように
ちゃんと現場に目を向けることも大切
です。うまく現場を巻き込んでやって
いくこと。そんな風土作りが必要だと
思います」

個々の課題の解決ではなく
全体の最適化に注力

銀行が参加することは
経営者にとっても心強い

長野テクトロン株式会社
事業内容：キーボードやメンブレンス
イッチ等の入力装置の製造など
長野県長野市篠ノ井塩崎2304-1
https://www.nagateku.co.jp/

会社概要

長野県ITコーディネータ協議会（ITC長野）
https://www.itc-nagano.jp/

ITコーディネータ

ITコーディネータ
普世芳孝氏

ITコーディネータ
赤堀 明氏
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